
 

 

                                   
 

令和４年３月 

加 西 市  



 

あいさつ 

本市では、平成 13 年度に「かさい男女共同参画ゆめプラン」を策

定し、以降、男女共同参画社会の実現に向けた取り組みを進めてまい

りました。 

そこから 20 年が経過しましたが、現在、人口減少や少子高齢化は

進み、私たちを取り巻く環境は急速に変化しています。そのような中、

「男性は男性らしく」「女性は女性らしく」といった固定的な性別役

割分担に関する意識の変化はみられているものの、実際の生活では依

然として性別によって役割が固定されている状況がうかがえます。ま

た、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、全国的に非正規雇用の女性の雇用への影響

や配偶者等からの暴力の深刻化等が顕在化しており、新たな課題への適切な対応を含め、男女共

同参画の視点を踏まえた取り組みの充実がますます必要となっています。 

このような状況を踏まえ、本市では新たに「第３次加西市男女共同参画プラン（第３次かさい

ゆめプラン）」を策定いたしました。この計画は、「女性活躍推進法」に基づく「市町村推進計画」、

「ＤＶ防止法」に基づく「市町村基本計画」としても位置づけています。様々な分野において女

性が活躍できる環境づくりや、あらゆる暴力の根絶を目指した取り組みを男女共同参画に係る取

り組みと一体的かつ効果的に実施し、基本理念の「誰もが互いに尊重し合い、輝くふるさと加西」

を目指し、性別に関わらず誰もがいきいきと活躍できるまちづくりを進めてまいります。 

本計画の推進にあたっては、行政はもとより、市民、関係団体、企業、関係機関の皆さまとの

連携、協働が必要です。本市のよりよい未来に向けて、皆さまの今後一層のご理解、ご協力をお

願い申し上げます。 

最後に本計画の策定にあたり、ご尽力をいただきました加西市男女共同参画計画策定委員会の

委員の皆さまをはじめ、市民アンケート調査やワークショップ、パブリックコメント等で貴重な

ご意見をいただきました皆さまに心から感謝を申し上げます。 

 

令和４年３月 

加西市長 西村 和平 
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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

 わが国で平成 11 年に施行された「男女共同参画社会基本法」の中で、男女共同参画社会の

定義について、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分

野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及

び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」と示されています。 

 これまで国では、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」

（以下「男女雇用機会均等法」という。）、「男女共同参画社会基本法」の施行、「女子に対する

あらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」（以下「女子差別撤廃条約」という。）の批准等、男

女共同参画に向けた様々な法制度が整備されてきました。近年では、平成 27 年に「女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女性活躍推進法」という。）が施行されま

した。同年には、国連サミットにて「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」が採択されたことを

受け、平成 28 年にわが国の取り組みの指針として「ＳＤＧｓ実施指針」（令和元年に改定）

が決定され、改定版における取り組むべき施策の１つとして「あらゆる人々が活躍する社会・

ジェンダー平等の実現」が示されました。これらの動向を踏まえ、令和２年 12 月に「第５次

男女共同参画基本計画」が策定され、2030 年代を見据えて社会のあらゆる分野において一層

の女性の参画・活躍が目指されています。 

また、昨今の社会状況として、人口減少や少子高齢化の進行が深刻なものとなっています。

このような状況の中で豊かな市民生活を維持し、社会が持続的に発展していくには、性別に

関わらず、あらゆる人が個性や能力を活かして活躍し、多様な価値観を尊重し合うことがで

きる社会の実現が一層重要となります。更には、新型コロナウイルス感染症の流行によって、

テレワーク等の多様な働き方が広まり、地方移住の機運が高まる一方で、困難な状況下にあ

った人々がより深刻な状況に陥ってしまうことや、在宅勤務の増加等によるＤＶ被害の深刻

化、女性の家庭生活における負担の増大等も指摘されており、男女共同参画の視点を踏まえ

た取り組みの更なる充実が求められています。 

 加西市（以下「本市」という。）においても、一人ひとりが個人として尊重され、認め合い、

男女が対等な立場で能力を発揮できる社会の実現を目指して、平成 13 年度に「かさい男女共

同参画ゆめプラン」を策定しました。平成 24年度には見直しを踏まえて「第二次かさい男女

共同参画ゆめプラン（第二次かさいゆめプラン）」（以下「第二次プラン」という。）を策定し、

本市における男女共同参画の方向性を示し、施策を推進してきました。 

 このたび、第二次プランの計画期間が令和３年度をもって終了となることに伴い、国や本

市の状況を踏まえて第二次プランの内容を見直すとともに、「かさい男女共同参画ゆめプラン」

と「加西市配偶者等からの暴力対策基本計画（加西市ＤＶ対策基本計画）」を一体化した計画

として、「第３次加西市男女共同参画プラン（第３次かさいゆめプラン）」（以下「本プラン」

という。）を策定します。   
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２ 男女共同参画をめぐる動向 

（１）国際社会の動向 

 国連は昭和 50 年を「国際婦人年」と定め、同年に「男女平等の促進」「開発努力への婦人

の全面的参加の確保」「国際平和への婦人の貢献に関する行動の強化」を目標として「国際婦

人年世界会議」を開催し、行動指針となる「世界行動計画」を採択しました。また、同年の国

連総会において、「国際婦人年」に続く 10年間を「国連婦人の 10年」と定めました。昭和 54

年には「女子差別撤廃条約」が採択され、締約国に対し、女性へのあらゆる差別の撤廃のた

めの措置が求められました。 

 平成７年には「第４回世界女性会議」が開催され、すべての女性の平等、開発及び平和の

目標を推進することを決意した「北京宣言」及び「行動綱領」が採択されました。その後、平

成 17 年の「第 49 回国連婦人の地位委員会」（通称「北京＋10」）、平成 22 年の「第 54 回国連

婦人の地位委員会」（通称「北京＋15」）を経て、平成 27 年の「第 59 回国連婦人の地位委員

会」（通称「北京＋20」）では、男女共同参画及び女性のエンパワーメントの達成のために具

体的な行動をとることが参加国により表明されました。 

 また、同年の国連サミットでは、令和 12 年までに達成する目標を掲げた「ＳＤＧｓ（持続

可能な開発目標）」が採択され、17 の目標のうち５番目に「ジェンダー平等を実現しよう」が

示されました。 

 令和３年に「世界経済フォーラム」が公表した世界各国の男女格差を測る指数である「ジ

ェンダー・ギャップ指数（ＧＧＩ）」において、わが国は 156か国中 120位と、男女平等参画

に強力に取り組む必要があることが明らかになりました。 

 

（２）国の動向 

国連が昭和 50 年を「国際婦人年」と定めたことを契機とし、わが国では、婦人問題企画推

進本部が設置され、昭和 52 年に国連の「世界行動計画」を踏まえた「国内行動計画」が策定

されるなど、男女共同参画に関する様々な国内法等が整備されてきました。昭和 60 年には

「女子差別撤廃条約」が批准され、翌年には「男女雇用機会均等法」が施行されました。 

平成４年には「育児休業法」が施行され、平成７年には同法を改正し介護休業制度を法制

化した「育児・介護休業法」が施行されました。 

平成８年には「男女共同参画 2000 年プラン」が策定され、平成 11 年には「男女共同参画

社会基本法」が施行されました。この法律に基づき、平成 12 年に「男女共同参画基本計画」

が閣議決定され、その後５年ごとに見直しが行われています。 

また、暴力等の防止に係るものとして、平成 12年に「ストーカー行為等の規制等に関する

法律」（以下「ストーカー規制法」という。）、平成 13 年に「配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護に関する法律」（以下「ＤＶ防止法」という。）が施行されました。 

平成 19年には「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活

の調和推進のための行動指針」が策定され、長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進、

仕事と家庭の両立支援の取り組みが社会全体として推進され始めました。 
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平成 27 年には「女性活躍推進法」、平成 30年には「政治分野における男女共同参画の推進

に関する法律」が施行され、働く場での女性の活躍や政治の場における男女の機会均等が目

指されています。平成 31 年には「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法

律」、令和２年には「労働施策総合推進法」（以下「パワハラ防止法」という。）の改正法が施

行され、男女双方にとって働きやすい環境の整備が推進されています。 

また、令和元年に改定された国の「ＳＤＧｓ実施指針」を基に、令和２年に「ＳＤＧｓアク

ションプラン 2021」が定められ、あらゆる分野における女性の参画やダイバーシティの推進

等が重点事項として示されました。同年には「第５次男女共同参画基本計画」が閣議決定さ

れ、取り組むべき事項として、指導的地位に占める女性の割合の増加や男女共同参画の視点

による防災・復興対策等が挙げられています。 

 

（３）兵庫県の動向 

兵庫県では、平成 13 年に「ひょうご男女共同参画プラン 21」が策定され、男女が社会の対

等な構成員としてともに暮らすことができる社会の実現が目指されました。平成 14 年には

「兵庫県男女共同参画社会づくり条例」が施行され、男女共同参画社会づくりが総合的かつ

計画的に推進されてきました。 

平成 18 年には「ひょうご男女共同参画プラン 21」後期実施計画、平成 21 年には「第３次

男女共同参画兵庫県率先行動計画－ひょうごアクション８－」、平成 23 年には「新ひょうご

男女共同参画プラン 21」が策定されました。 

令和３年には「ひょうご男女いきいきプラン 2025」が策定され、「女性の活躍と兵庫への定

着の推進」「男性の家庭・地域への参画と働き方の見直し」「ワーク・ライフ・バランスの推

進」「互いに支え合う家庭と地域」「安心して生活できる環境の整備」「次世代への継承」の６

つの重点目標が設定されました。 

また、平成 31 年には「兵庫県ＤＶ防止・被害者保護計画」が改定され、「ＤＶ防止に向け

た啓発・教育の推進」「市町のＤＶ対策の促進」「相談体制の充実」「緊急時の安全確保」「自立

支援の推進」「専門人材の育成と関係機関との連携強化等」の６つの目標を柱とした取り組み

が進められています。 
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等 

 

３ 計画の位置づけ 

● 本プランは、「男女共同参画社会基本法」第 14条第３項に基づく「市町村男女共同参画計

画」、「女性活躍推進法」第６条第２項に基づく「市町村推進計画」、「ＤＶ防止法」第２条

の３第３項に基づく「市町村基本計画」として位置づけるものとします。 

● 国の「第５次男女共同参画基本計画」や兵庫県の「ひょうご男女いきいきプラン 2025」等

の内容を踏まえるものとします。 

● 「加西市総合計画」「加西市地域創生戦略」を上位計画とし、その他本市の関連計画との

整合を図ります。 
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加⻄市自殺対策計画 

加⻄市教育振興基本計画 

加⻄市地域防災計画 

⼥性職員の活躍の推進に関する特定事業主⾏動計画 

国 
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男⼥共同参画 

基本計画 

⼥性の職業⽣活

における活躍の

推進に関する 

基本方針 
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ひょうご男⼥ 

いきいきプラン

2025 

兵庫県ＤＶ 

防止・被害者 

保護計画 

整合 

 
加⻄市配偶者等からの 

暴⼒対策基本計画 
 

加⻄市 

⼥性活躍推進計画 
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４ 計画の期間 

本プランの計画期間は、令和４年度から令和 12年度までの９年間とします。ただし、国内

外の動向や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

   

年

度 
令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 令和 10 令和 11 令和 12 

国 

     

 

   

   

県 

     

 

   

   

     
 

   

   

市 

     

 

   

   

第３次加西市男女共同参画プラン【本プラン】 

第６次加西市総合計画 

第５次男女共同参画基本計画 

ひょうご男女いきいきプラン  

兵庫県 DV 防止・被害者保護計画 
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第２章 現状と課題 

１ 統計からみる本市の現状 

（１）人口の推移 

 総人口の推移をみると、令和２年の総人口は 42,700 人となっており、平成７年から 9,006 人減

少しています。 

 年齢４区分別人口の推移をみると、65 歳以上が増加、64歳以下が減少しており、令和２年にお

ける 65 歳以上の割合は 33.8％で、約３人に１人が高齢者となっています。 

■総人口及び年齢４区分別人口の推移            
 

資料：国勢調査 

※総人口は年齢不詳含む 

 

■年齢４区分別人口割合の推移            
資料：国勢調査 17.6 15.8 14.2 12.8 11.6 10.8

64.6 64.2 63.0 61.4 57.9 55.4

10.5 11.4 11.2 12.0 15.2 16.7

7.3 8.7 11.6 13.8 15.3 17.2

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（％）

０～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上

9,084 8,055 7,028 6,162 5,125 4,596

33,393 32,792 31,126 29,457
25,623 23,521

5,453 5,796
5,495

5,726
6,728

7,080

3,776 4,461
5,747 6,638

6,758
7,286

51,706 51,104 49,396 47,983
44,313 42,700

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（人）

０～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上
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（２）世帯の状況 

 世帯数の推移をみると、平成７年以降増加しており、令和２年には 16,222 世帯となっています。

世帯あたり人員をみると、平成７年以降減少しており、令和２年には 2.56 人となっています。 

 世帯の家族類型をみると、国、県に比べて「３世代世帯」の割合が高く、「単独世帯」の割合が

低くなっています。 

■世帯数及び世帯あたり人員の推移            
 

資料：国勢調査 

 

 

■世帯の家族類型の比較（令和２年）           
資料：国勢調査   

13,925
14,615 15,009 15,168 15,343

16,222

3.71 3.45 3.24 3.10
2.82 2.56

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（世帯） （人/世帯）
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（３）労働の状況 

 本市の女性の年齢別労働力率をみると、20 歳から 59 歳までの各年齢区分において国、県を上

回っています。 

 女性の労働力率の経年比較をみると、25歳から 74 歳までの各年齢区分において平成 27年は平

成 22年を上回っていますが、Ｍ字カーブは解消されていません。 

■女性の年齢別労働力率の比較（平成 27 年）    
       
 

資料：国勢調査   
■女性の年齢別労働力率の経年比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査   
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（４）ドメスティック・バイオレンス（DV）に関する状況 

 本市のＤＶ相談件数の推移をみると、平成 30 年以降減少傾向となっており、令和２年は 91 件

となっています。 

■ＤＶ相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：加西市配偶者暴力相談支援センター 

 

 

 

（５）政治の場や地域活動における女性の参画状況 

審議会等における女性委員の割合をみると、本市は 17.3％と、県内の 29 市で最も低くなって

います。 

■審議会等における女性委員の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（令和２年度）   
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防災会議における女性委員の割合をみると、本市は 3.6％と、県内の 29 市で最も低くなってい

ます。 

■防災会議における女性委員の割合  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（令和２年度） 

 

 

公務員に占める女性管理職の割合をみると、本市は 28.5％と、県内の 29 市で４位となってい

ます。 

■公務員に占める女性管理職の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（令和２年度）   
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市議会議員に占める女性の割合をみると、本市は6.7％と、県内の29市で 25位となっています。 

■市議会議員に占める女性の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（令和２年度） 

 

 

自治会長に占める女性の割合をみると、本市は0.7％と、県内の27市※で21位となっています。 

■自治会長に占める女性の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（令和２年度） 
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２ アンケートからみる本市の現状 

（１）調査の概要 

① 調査の目的 
本プランの策定にあたり、男女共同参画に関する市民の考えや意見を把握するため、アンケー

ト調査を実施しました。 

 

② 調査設計 
● 調 査 地 域：本市全域 

● 調査対象者：18 歳以上の市民 2,000 人を対象に無作為抽出 

● 調 査 期 間：令和２年 11月２日～11月 16日 

● 調 査 方 法：郵送配布・郵送回収による郵送調査法 

● 回 収 状 況：配布数 2,000 件 

有効回収数  900 件（有効回答率 45.0％） 

 

③ 調査結果の総括 
●固定的な性別役割分担意識は解消傾向だが、日常生活における役割分担には偏りが見られる。 

⇒平成 23年度の前回アンケート調査時と比べて、「男は仕事、女は家事・育児」といった固定的

な性別役割分担意識の解消が見られ、日常生活における役割分担の理想では「夫婦共同」が最

も高くなっています。一方、実際の日常生活の役割分担は「主に妻」が多く、家庭生活や職場、

政治の場、社会通念・慣習・しきたり等における男女の地位の平等感は「男性の方が優遇され

ている」が高くなっています。 

 

●女性活躍やワーク・ライフ・バランスの推進に向けて、各種支援制度の整備・充実や職場の体

制整備、理解促進等が必要。 

⇒女性が活躍できる仕事・職場環境にするために必要だと思うことについて、「育児・介護との

両立に職場の支援制度が整っていること」「上司・同僚が、女性が働くことに理解があること」

が高くなっています。また、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）がとれた暮らし

のために、行政に求めることとしては、「子育て支援・介護支援の充実」「企業に対するワー

ク・ライフ・バランスの実現に向けた具体的な取組の啓発」が高くなっており、企業に求め

ることとしては、「育児休業・介護休業の取得促進」「短時間勤務やフレックス勤務、在宅勤

務等の多様な働き方を社員が積極的に活用できる環境づくり」が高くなっています。 
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3.9 

6.9 
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平成23年度（N=890）

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対

反対 わからない 不明・無回答

●女性の地域活動への参加促進や、防災・災害復興対策において男女共同参画の視点を取り入れ

ることが必要。 

⇒女性の地域活動への参加状況は、子育て支援に関する活動を除いて、男性より低くなってい

ます。また、防災・災害復興対策で男女共同参画の視点から必要なことについて、「避難所運

営の責任者に男女がともに配置され、避難所運営や被災者対応に男女両方の視点が入ること」

「女性や乳幼児等に配慮した避難所設備や備蓄物資の確保」が高くなっています。 

 

●ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）やデートＤＶ、多様な性等に関する理解促進、ＤＶの

相談体制の強化が必要。 

⇒ＤＶを受けたことがある人は約１割、そのうちの約４割が「どこ（誰）にも相談しなかった」

と回答しています。また、ＤＶの認知度は６割台半ば、デートＤＶの認知度は３割を下回っ

ています。また、ＬＧＢＴＱの認知度は３割台半ば、ＳＯＧＩＥの認知度は１割を下回って

おり、多様な性の理解における課題として「多様な性について正しい知識を得る機会がない

こと」が最も高くなっています。 

 

 

 

（２）調査の結果 

① 「男は仕事、女は家事・育児」という考え方について 

「男は仕事、女は家事・育児」という考え方について、令和２年度では、『賛成』（「賛成」「ど

ちらかといえば賛成」を合わせたもの）は24.9％、『反対』（「反対」「どちらかといえば反対」を

合わせたもの）は58.4％となっています。平成23年度（前回調査）と比較すると、『賛成』は16.9

ポイント減少し、『反対』は12.5ポイント増加しています。  
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男性の方が優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が優遇されている わからない

不明・無回答
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② 男女の地位の平等について 
男女の地位の平等について、全体でみると、《③学校教育の場》では「平等である」が52.1％と

最も高く、これ以外のすべての場面では『男性優遇』（「男性の方が優遇されている」「どちらかと

いえば男性の方が優遇されている」を合わせたもの）が最も高くなっています。また、《④政治の

場》《⑥社会通念・慣習・しきたり等》《⑧社会全体として》では「平等である」が１割程度とな

っています。性別でみると、《③学校教育の場》の女性・男性、《⑤法律や制度の上》の男性以外

のすべての場面で『男性優遇』が最も高くなっています。 

 

①家庭生活                  ②職場 

 

 

 

 

 

③学校教育の場                ④政治の場 

 

 

 

 

 

⑤法律や制度の上               ⑥社会通念・慣習・しきたり等 

   
 

 

⑦自治会や NPO 等の地域活動の場           ⑧社会全体として   
全体（N=900） 

女性（N=465） 

男性（N=433） 
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3.6 

20.4 

31.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活費の確保

（N=658）

炊事・掃除・

洗濯等の家事

（N=658）

日常の

家計管理

（N=658）

地域活動への

参加（N=658）

子育て（N=658）

高齢者の

介護（N=658）

主に夫 主に妻

夫婦共同 その他

不明・無回答

③ 日常的な家事・仕事等の役割分担について 
日常的な家事・仕事等の役割分担について、【理想】をみると、すべての項目で「夫婦共同」が

最も高くなっていますが、【現状】は、「生活費の確保」については「主に夫」、「炊事・掃除・洗

濯等の家事」「日常の家計管理」「子育て」については「主に妻」が最も高くなっています。 

 

【理想】                 【現状】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 子どもの育て方について 
子どもをどう育てていくかについて、令和２年度では、「女の子も男の子もこだわりなく育てた

方がよい」が40.8％と最も高く、次いで「ある程度は、女の子は女の子らしく、男の子は男の子

らしく育てた方がよい」が40.0％となっています。平成23年度（前回調査）と比較すると、「女

の子も男の子もこだわりなく育てた方がよい」が10.2ポイント増加しています。 

 

 

 

   

8.1 

17.1 

40.0 

44.3 

40.8 

30.6 

2.1 

1.1 

4.9 

0.3 

4.1 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和２年度（N=900）

平成23年度（N=890）

女の子は女の子らしく、男の子は男の子らしく育てた方がよい

ある程度は、女の子は女の子らしく、男の子は男の子らしく育てた方がよい

女の子も男の子もこだわりなく育てた方がよい

その他

わからない

不明・無回答
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⑤ 学校教育の場で必要なことについて 
学校教育の場で必要なことについて、全体・男女それぞれにおいて、「相互の意見を尊重し、理

解し合い、相手を思いやる心を育てる」が最も高く、次いで「男女の区別なく能力や個性を活か

せるような進路の選択ができる」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

34.9 

64.6 

19.0 

48.4 

35.0 

15.0 

6.6 

6.6 

11.8 

0.7 

1.9 

3.0 

4.1 

37.8 

65.4 

20.4 

50.8 

36.1 

14.6 

5.4 

5.8 

11.8 

0.0 

1.5 

3.4 

3.0 

31.6 

63.7 

17.6 

46.2 

33.7 

15.5 

7.9 

7.4 

11.8 

1.4 

2.3 

2.3 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80%

心身の発育について正しく理解し、

生命や性を尊重する

相互の意見を尊重し、理解し合い、

相手を思いやる心を育てる

学校生活の中で、性別による

固定的な役割分担を行わない

男女の区別なく能力や個性を

活かせるような進路の選択ができる

身体的性差があることを踏まえた上で、

男女平等の意識を育む

男女平等の観点から学習指導を行う

教職員の男女共同参画意識を高める

研修を実施する

保護者に対して、ＰＴＡや保護者会等を通じて

男女平等に対する理解を促す

管理職（校長・教頭）に女性を増やす

その他

特にない

わからない

不明・無回答

全体（N=900） 女性（N=465） 男性（N=433）
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0.3 

0.8 

3.0 

3.0 

4.4 

4.6 

43.9 

35.7 

29.9 

45.4 

7.9 

4.9 

6.7 

3.5 

3.9 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和２年度（N=900）

平成23年度（N=890）

女性は仕事をもたない方がよい

結婚するまでは、仕事をもつ方がよい

子どもができるまでは、仕事をもつ方がよい

ずっと仕事を続ける方がよい

子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕事をもつ方がよい

その他

わからない

不明・無回答

⑥ 女性が仕事をもつことについて 
女性が仕事をもつことについて、令和２年度では、「ずっと仕事を続ける方がよい」が 43.9％

と最も高く、次いで「子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕事をもつ方がよい」

が29.9％となっています。平成23年度（前回調査）と比較すると、平成23年度では最も割合が

高かった「子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕事をもつ方がよい」が15.5ポイ

ント減少しています。 
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25.4 

48.2 

27.3 

54.3 

32.2 

6.1 

30.4 

16.4 

1.6 

1.9 

3.7 

5.7 

20.6 

52.3 

26.2 

60.4 

38.5 

4.7 

30.1 

19.1 

1.1 

1.3 

2.4 

5.4 

30.7 

43.6 

28.4 

48.0 

25.2 

7.4 

30.9 

13.4 

2.1 

2.5 

5.1 

6.0 

0% 20% 40% 60% 80%

職場のトップが女性の活躍の促進に

積極的であること

上司・同僚が、

女性が働くことに理解があること

男性が、

女性が働くことに理解があること

育児・介護との両立に

職場の支援制度が整っていること

長時間労働の必要がないことや、

勤務時間が柔軟であること

身近に活躍している女性（ロールモデル）が

いること

仕事が適正に評価されること

仕事の内容にやりがいがあること

その他

特にない

わからない

不明・無回答

全体（N=900） 女性（N=465） 男性（N=433）

⑦ 女性が活躍できる仕事・職場環境にするために必要なことについて 
女性が活躍できる仕事・職場環境にするために必要だと思うことについて、全体・男女それぞ

れにおいて、「育児・介護との両立に職場の支援制度が整っていること」が最も高く、次いで「上

司・同僚が、女性が働くことに理解があること」となっています。 
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24.1 

23.9 

34.3 

61.8 

36.3 

24.2 

7.8 

1.0 

5.2 

5.1 

0% 50% 100%

再就職のための講座や

セミナーの開催

再チャレンジのための相談

再就職のための職業訓練にかかる

費用の助成制度

保育所や学童保育等の整備

ホームヘルパーや介護福祉施策の

充実

配偶者の理解や協力を得るための

働きかけ

親の理解と協力を得るための

働きかけ

その他

特にない

不明・無回答

全体（N=900）

43.0 

54.2 

48.6 

19.7 

18.7 

6.9 

38.1 

1.2 

4.4 

4.7 

0% 20% 40% 60%

再雇用制度の整備

育児・介護休業制度の充実

短時間勤務制度やフレックスタイム

制度の導入

企業内における託児サービスの

整備充実

退職前の業務や役職への復帰の保障

相談やカウンセリングの充実

長時間労働の改善等、

働き方改革の推進

その他

特にない

不明・無回答

全体（N=900）

⑧ 女性が再就職等を希望する際の支援等について 
子育て、介護、家事等のために一旦仕事をやめた女性が再就職等を希望する際の支援等につい

て、行政に求めることとしては、「保育所や学童保育等の整備」が61.8％と最も高く、次いで「ホ

ームヘルパーや介護福祉施策の充実」が36.3％となっています。企業に求めることとしては、「育

児・介護休業制度の充実」が54.2％と最も高く、次いで「短時間勤務制度やフレックスタイム制

度の導入」が48.6％となっています。 

 

【行政に求めること】            【企業に求めること】 
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32.7 

33.0 

49.1 

18.4 

59.4 

1.6 

6.8 

4.8 

0% 50% 100%

市民に対するワーク・ライフ・バラ

ンスの考え方の普及・啓発

企業に対するワーク・ライフ・バラ

ンスの考え方の普及・啓発

企業に対するワーク・ライフ・バラ

ンスの実現に向けた具体的な取

組の啓発

ワーク・ライフ・バランスの実現に

積極的に取り組んでいる市内企

業の紹介・表彰等の実施

子育て支援・介護支援の充実

その他

特にない

不明・無回答

全体（N=900）

28.4 

22.4 

35.4 

36.7 

22.9 

29.9 

37.3 

0.7 

6.4 

5.1 

0% 20% 40%

ワーク・ライフ・バランスの実現に

向けた社内の啓発の推進

管理職の理解促進

短時間勤務やフレックス勤務、在

宅勤務等の多様な働き方ができ

る制度の充実

短時間勤務やフレックス勤務、在

宅勤務等の多様な働き方を社員

が積極的に活用できる環境づくり

仕事の効率化による、規定の労

働時間以外の労働の減少

有給休暇の取得促進

育児休業・介護休業の取得促進

その他

特にない

不明・無回答

全体（N=900）

⑨ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）がとれた暮らしのために 
求めることについて 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）がとれた暮らしのために、行政に求めること

としては、「子育て支援・介護支援の充実」が59.4％と最も高く、次いで「企業に対するワーク・

ライフ・バランスの実現に向けた具体的な取組の啓発」が49.1％となっています。企業に求める

こととしては、「育児休業・介護休業の取得促進」が37.3％と最も高く、次いで「短時間勤務やフ

レックス勤務、在宅勤務等の多様な働き方を社員が積極的に活用できる環境づくり」が36.7％と

なっています。 

 

【行政に求めること】            【企業に求めること】 
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⑩ 地域活動への参加状況について 
地域活動への参加状況について、性別でみると、「参加したことがある・現在参加している」は

《③子育て支援に関する活動》を除いて、男性の方が高くなっています。「参加したことがある・

現在参加している」と回答した女性は《①自治会や町内会の活動》では約６割、《②自主防災活

動や災害援助活動》《③子育て支援に関する活動》では約２割、《④地域の美化・環境保護に関す

る活動》では４割台半ばとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

22.2 

20.8 

39.4 

35.6 

23.4 

32.1 

7.1 

4.8 

8.0 

6.7 

女性（N=465）

男性（N=433）

③
子
育
て
支
援
に

関
す
る
活
動

17.4 

40.6 

46.7 

28.9 

22.2 

16.9 

5.8 

7.6 

8.0 

6.0 

女性（N=465）

男性（N=433）

②
自
主
防
災
活
動
や

災
害
援
助
活
動

60.2 

69.7 

9.7 

6.2 

12.0 

12.2 

14.2 

8.3 

3.9 

3.5 

女性（N=465）

男性（N=433）

①
自
治
会
や

町
内
会
の
活
動

46.5 

55.0 

24.9 

20.6 

12.5 

12.2 

10.1 

6.2 

6.0 

6.0 

女性（N=465）

男性（N=433）

参加したことがある・現在参加している 参加したことがないが、今後参加してみたい

参加したことがなく、今後も参加したくない 参加したことがあるが、今後は参加したくない

不明・無回答

④
地
域
の
美
化
・
環
境

保
護
に
関
す
る
活
動
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23.2 

22.2 

51.4 

56.9 

34.9 

0.7 

3.6 

9.0 

4.4 

15.9 

16.1 

55.9 

59.8 

40.4 

0.6 

3.4 

8.6 

4.5 

31.2 

28.6 

46.9 

53.8 

28.9 

0.7 

3.7 

9.2 

4.4 

0% 20% 40% 60% 80%

防災訓練等への積極的な女性の参加

自主防災組織における女性の積極的な参加や

活動の促進

女性や乳幼児等に配慮した避難所設備や備蓄

物資の確保

避難所運営の責任者に男女がともに配置され、

避難所運営や被災者対応に男女両方の視点が

入ること

被災者に対する相談支援体制の整備

その他

特にない

わからない

不明・無回答

全体（N=900） 女性（N=465） 男性（N=433）

⑪ 防災・災害復興対策について 
防災・災害復興対策において、男女共同参画の視点から必要なことについて、全体・男女それ

ぞれにおいて、「避難所運営の責任者に男女がともに配置され、避難所運営や被災者対応に男女両

方の視点が入ること」が最も高く、次いで「女性や乳幼児等に配慮した避難所設備や備蓄物資の

確保」となっています。 
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⑫ 男性が育児や介護、地域活動を担うために有効なことについて 
男性が育児や介護、地域活動を担うために有効なことについて、全体・男女それぞれにおいて、

「男性が育児休業・介護休業を取得しやすい職場環境の整備を推進する」が最も高くなっていま

す。次いで、全体・女性では「男性も育児や介護、地域活動に参加するのはあたりまえという風

潮をつくる」、男性では「労働時間短縮や在宅勤務等の多様な働き方を普及し、仕事以外の時間を

多くもてるようにする」となっています。 

 

 

 

 

   

50.3 

65.9 

45.6 

16.3 

11.3 

18.0 

8.1 

2.1 

6.1 

56.8 

71.0 

43.2 

18.5 

12.7 

17.4 

8.2 

1.3 

5.6 

43.4 

60.5 

48.3 

14.1 

9.9 

18.7 

8.1 

3.0 

6.7 

0% 20% 40% 60% 80%

男性も育児や介護、地域活動に参加するのは

あたりまえという風潮をつくる

男性が育児休業・介護休業を取得しやすい

職場環境の整備を推進する

労働時間短縮や在宅勤務等の

多様な働き方を普及し、仕事以外の時間を

多くもてるようにする

男性を対象とした家事・育児・介護に関する講座

を開催する

男性同士が交流できる場・機会を提供する

男性が地域活動に積極的に参加できるように

支援する

男性のための相談体制の充実を図る

その他

不明・無回答

全体（N=900） 女性（N=465） 男性（N=433）
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22.4 

30.2 

25.9 

25.0 

6.9 

0.9 

22.7 

34.1 

25.0 

22.7 

8.0 

0.0 

21.4 

17.9 

28.6 

32.1 

3.6 

3.6 

0% 10% 20% 30% 40%

直接抗議した

相談した

相談したかったが、相談しなかった

（相談できなかった）

何もしようとは思わなかった

その他

不明・無回答

全体（N=116） 女性（N=88） 男性（N=28）

⑬ セクシュアル・ハラスメントについて 
セクシュアル・ハラスメントにあったことがある人は、全体では12.9％となっています。女性

では18.9％、男性では6.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セクシュアル・ハラスメントにあったことがある人の対応について、全体では「相談したかっ

たが、相談しなかった（相談できなかった）」は25.9％、「何もしようとは思わなかった」は25.0％

となっています。 

   

12.9 84.0 3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=900）

18.9 

6.5 

78.1 

90.3 

3.0 

3.2 

女性（N=465）

男性（N=433）

ある ない 不明・無回答
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7.8 

4.2 

19.9 

64.6 

7.7 

11.4 

1.7 

21.3 

64.1 

6.7 

3.9 

6.9 

18.5 

65.1 

8.5 

0% 20% 40% 60% 80%

自分が暴力を受けたことがある

自分が暴力を振るったことがある

身近に経験した人がいる

経験も見聞きしたこともない

不明・無回答

全体（N=900） 女性（N=465） 男性（N=433）

42.9 

2.9 

10.0 

1.4 

5.7 

32.9 

22.9 

4.3 

1.4 

35.8 

3.8 

11.3 

1.9 

3.8 

41.5 

26.4 

3.8 

1.9 

64.7 

0.0

5.9 

0.0

11.8 

5.9 

11.8 

5.9 

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

どこ（誰）にも相談しなかった

警察に連絡・相談した

公的な相談窓口や電話相談に相談した

民間の機関（弁護士等）に相談した

医師・カウンセラーに相談した

家族・親族に相談した

友人・知人に相談した

その他

不明・無回答

全体（N=70） 女性（N=53） 男性（N=17）

⑭ ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）について 
ＤＶを受けたことがある人は、全体では7.8％となっています。女性では11.4％、男性では3.9％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＤＶを受けたことがある人の対応について、全体では「どこ（誰）にも相談しなかった」が42.9％

と最も高くなっています。 
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9.1 

1.3 

25.1 

6.4 

21.0 

16.6 

39.8 

70.3 

5.0 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＬＧＢＴＱ

ＳＯＧＩＥ

全体（N=900）

内容までよく知っている 内容も少しは知っている 聞いたことはある

全く知らない 不明・無回答

⑮ ＤＶ、デートＤＶの認知度について 
ＤＶの認知度（「内容までよく知っている」「内容も少しは知っている」の合計）は６割台半ば

となっています。デートＤＶの認知度は３割を下回っており、「全く知らない」が５割近くとなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑯ ＬＧＢＴＱ・ＳＯＧＩＥの認知度について 
ＬＧＢＴＱの認知度は３割台半ば、ＳＯＧＩＥの認知度は１割を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

   

25.8 

11.7 

38.1 

16.9 

18.4 

16.6 

12.9 

49.1 

4.8 

5.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ドメスティック・

バイオレンス

（ＤＶ）

デートＤＶ

全体（N=900）

内容までよく知っている 内容も少しは知っている 聞いたことはある

全く知らない 不明・無回答

【参考：加西市配偶者等からの暴力対策基本計画策定における調査（平成 28 年度）】 

81.8 

37.0 

7.6 

12.9 

8.3 

48.0 

2.3 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ドメスティック・

バイオレンス

（ＤＶ）

デートＤＶ

平成28年度（N=435）

言葉も内容も知っていた 言葉は知っていたが、内容は知らなかった

言葉も内容も知らなかった 無回答
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24.8 

38.0 

24.1 

31.6 

22.4 

19.8 

16.7 

9.7 

6.1 

1.1 

4.2 

10.4 

6.9 

25.4 

39.1 

25.2 

33.8 

24.1 

19.6 

21.3 

10.1 

5.6 

0.9 

1.7 

9.9 

7.1 

24.2 

37.0 

23.1 

29.1 

20.6 

19.9 

11.8 

9.2 

6.7 

1.4 

6.9 

10.9 

6.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

本人の意思に反して「男らしく、女らしく」という

考えを押しつけること

多様な性について正しい知識を得る機会が

ないこと

家族や友人から理解されないこと

学校や職場でいじめや嫌がらせを受けること

就職や職場において不利な扱いを受けること

相談する人や場所がないこと

トイレ、更衣室等が、男女の性別しかなく、

多様な性に対応していないこと

法律上、同性婚が認められていないこと

企業が提供するサービスにおいて、戸籍の性別

に基づいた利用を求められること

その他

特にない

わからない

不明・無回答

全体（N=900） 女性（N=465） 男性（N=433）

⑰ 多様な性への理解について 
多様な性への理解において、特に課題だと思うことについて、全体では「多様な性について正

しい知識を得る機会がないこと」が38.0％と最も高く、次いで「学校や職場でいじめや嫌がらせ

を受けること」が31.6％となっています。 
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上段:件数

下段:％
合計

さまざまな媒

体を活用し

て、男女共同

参画社会を推

進するための

広報・啓発を

行う

学校で男女の

性別にこだわ

らない教育や

進路指導をす

る

家庭で男女の

性別にこだわ

らない子育て

がなされるよ

うに啓発する

女性の自立を

進める講座等

の学習機会を

増やす

男性向けに家

庭生活や地域

の活動に関わ

るような学習

機会を増やす

地域活動にお

いて男女共同

参画の視点が

定着するよう

に団体等への

支援を行う

採用・昇進・賃

金等、職場で

の実質的な男

女平等を進め

るように企業

や事業主に啓

発する

女性の再就職

のための学

習・訓練・相談

等の機会を増

やす

   900             324             373             195             123             162             219             441             235

100.0 36.0 41.4 21.7 13.7 18.0 24.3 49.0 26.1

14 2 9 4 0 3 0 10 4

100.0 14.3 64.3 28.6 0.0 21.4 0.0 71.4 28.6

70 23 30 18 10 17 9 40 25

100.0 32.9 42.9 25.7 14.3 24.3 12.9 57.1 35.7

104 22 52 30 21 18 20 53 36

100.0 21.2 50.0 28.8 20.2 17.3 19.2 51.0 34.6

150 50 65 28 23 35 34 75 32

100.0 33.3 43.3 18.7 15.3 23.3 22.7 50.0 21.3

136 51 56 26 17 23 30 72 41

100.0 37.5 41.2 19.1 12.5 16.9 22.1 52.9 30.1

263 118 100 57 38 46 78 130 63

100.0 44.9 38.0 21.7 14.4 17.5 29.7 49.4 24.0

161 57 60 32 14 20 46 59 34

100.0 35.4 37.3 19.9 8.7 12.4 28.6 36.6 21.1

上段:件数

下段:％
合計

働き方改革を

推進し、生活

に関わる時間

をつくるように

企業や事業主

に啓発する

女性の健康づ

くりや、体と心

に関する各種

相談を充実す

る

高齢者・障が

い者の介護制

度・施設を充

実する

育児・保育に

関する制度・

施設を充実す

る

配偶者等から

の暴力を受け

ている被害者

の支援を充実

する

さまざまなハラ

スメントに対す

る相談体制と

防止に向けた

啓発を充実す

る

児童虐待や高

齢者虐待に対

する相談体制

と防止に向け

た啓発を充実

する

公共施設のバ

リアフリー化、

ユニバーサル

デザインを推

進する

   900             411             185             504             382             163             259             228             197

100.0 45.7 20.6 56.0 42.4 18.1 28.8 25.3 21.9

14 7 2 7 8 5 4 5 2

100.0 50.0 14.3 50.0 57.1 35.7 28.6 35.7 14.3

70 30 17 30 37 19 22 16 21

100.0 42.9 24.3 42.9 52.9 27.1 31.4 22.9 30.0

104 54 30 43 56 25 32 27 25

100.0 51.9 28.8 41.3 53.8 24.0 30.8 26.0 24.0

150 71 28 84 71 27 44 30 33

100.0 47.3 18.7 56.0 47.3 18.0 29.3 20.0 22.0

136 60 32 82 52 25 41 32 35

100.0 44.1 23.5 60.3 38.2 18.4 30.1 23.5 25.7

263 128 59 168 114 47 80 80 60

100.0 48.7 22.4 63.9 43.3 17.9 30.4 30.4 22.8

161 59 17 89 42 15 35 37 21

100.0 36.6 10.6 55.3 26.1 9.3 21.7 23.0 13.0

上段:件数

下段:％
合計

市の男女共同

参画推進のた

めの施策の進

ちょく状況を市

民に知らせる

市の政策・方

針決定の場へ

の女性の参画

を推進する

男女共同参画

社会の推進に

向け、市が率

先した取組を

行う

男女共同参画

社会推進のた

めの拠点施設

の充実を図る

その他 特にない 不明・無回答

   900             262             206             296             149                4               26             106

100.0 29.1 22.9 32.9 16.6 0.4 2.9 11.8

14 5 3 3 5 0 0 1

100.0 35.7 21.4 21.4 35.7 0.0 0.0 7.1

70 16 16 21 10 0 2 8

100.0 22.9 22.9 30.0 14.3 0.0 2.9 11.4

104 27 23 27 14 1 5 9

100.0 26.0 22.1 26.0 13.5 1.0 4.8 8.7

150 40 30 47 24 1 4 17

100.0 26.7 20.0 31.3 16.0 0.7 2.7 11.3

136 41 35 46 21 1 4 13

100.0 30.1 25.7 33.8 15.4 0.7 2.9 9.6

263 87 72 92 53 0 7 24

100.0 33.1 27.4 35.0 20.2 0.0 2.7 9.1

161 45 27 58 20 1 4 34

100.0 28.0 16.8 36.0 12.4 0.6 2.5 21.1

全体

19歳以下

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

全体

19歳以下

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

全体

19歳以下

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

⑱ 男女共同参画社会の実現に向けて、市が特に力を入れるべきことについて 
男女共同参画社会の実現に向けて、市が特に力を入れるべきだと思うことについて、30歳未満

では「採用・昇進・賃金等、職場での実質的な男女平等を進めるように企業や事業主に啓発する」、

30歳代では「育児・保育に関する制度・施設を充実する」、40歳以上では「高齢者・障がい者の

介護制度・施設を充実する」が最も高くなっています。 
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３ 第二次プランの進捗状況 

基本目標１ 市民一人一人の人権が尊重されるふるさと加西の創造 

 基本目標１の事業・取り組み等について、形を変えて実施している「男女共同参画フォーラム

の開催」も含めてそれぞれの事業・取り組みを実施しており、今後も継続予定です。 

今後は、市民出前講座の周知、利用促進やフォーラム等への参加者の増加、若年層の参加促進

等の取り組みの強化を図るとともに、男女共同参画フォーラムに代わる啓発事業の推進を図るこ

とが必要です。 

基本 

課題 
施策の基本的方向 事業・取り組み等 進捗 

家
庭
・
地
域
・
行
政
・
企
業
に
お
け
る 人

権
啓
発
の
推
進 男女平等の視点による 

人権尊重の啓発 

男女共同参画フォーラムの開催 
形を変えて

実施 

多文化共生事業の実施 実施 

フィルムフォーラム 実施 

メディアを通じた 

人権尊重 

ＩＣＴメディアリテラシーの推進 実施 

啓発誌「まちかど」の発刊 実施 

家庭・地域・行政・企業 

における人権意識啓発の 

推進 

出前講座（男女共同参画推進）の実施 実施 

まちかどフォーラム・地区人権学習会の開催 実施 

人権文化をすすめる市民のつどいの開催 実施 

学
校
教
育
に
お
け
る
男
女
共
同 参

画
の
推
進
と
生
涯
学
習
に
お
け

る
人
権
学
習
の
充
実 学校における 

人権教育の推進 

人権教育の全体計画及び年間指導計画の作成と

それに基づく指導の充実 
実施 

多文化共生にかかわる交流や体験活動の充実 実施 

子どもに関わる 

専門職の研修 

幼保研修における人権教育プログラムの実施 実施 

人権感覚を常に磨くための教職員研修の充実 実施 

生涯学習分野における 

人権学習の充実 

市民出前講座の開設 実施 

高齢者学級等生涯学習における人権学習の充実 実施 
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基本目標２ 誰もがいきいきと働ける社会システムづくり 

基本目標２の事業・取り組み等について、「形を変えて実施」の事業・取り組み等は、県の男女

共同参画センターやハローワークと連携した事業の実施、代替事業の検討を行ってきました。 

今後は、ポストコロナ時代を見据えた事業の実施に向けた検討や働き方の変化に伴う支援の推

進が必要です。 

基本 

課題 
施策の基本的方向 事業・取り組み等 進捗 

男
女
が
と
も
に
豊
か
に
働
け
る
社
会
の
形
成 男女の均等な雇用機会・

待遇の確保と職場での 

ハラスメント防止の推進 

女性就労支援センターの設置 

（雇用問題に関する女性相談の強化、 

再就労相談、再就職セミナー） 

形を変えて

実施 
ワーク・ライフ・バランス

推進企業の奨励 

加西市ワーク・ライフ・バランス企業表彰制度の

創設 

形を変えて

実施 
市役所におけるワーク・ライフ・バランスの 

積極的な取り組み 
実施 

加西市特定事業主行動計画の評価・改善 実施 

仕事場での健康管理と 

母性保護の徹底 

女性のための健康講座の実施 実施 

妊婦健康診査助成事業 実施 

すべての利用者の保育料負担の軽減 実施 

母子保健事業を通じた飲酒・喫煙防止強化 実施 

母子保健事業を通じた「食育」の推進 実施 

不妊治療に係る支援 実施 

個別乳がん検診（加西病院）の開始 実施 

妊婦後期健康診査助成事業 実施 

一
人
一
人
の
望
む
働
き
方
が
実
現
で
き
る
環
境
づ
く
り ＳＯＨＯ、シェアード 

オフィスの整備 

子育て中の女性に配慮した 

シェアードオフィスの整備 

形を変えて

実施 

女性の能力開発の推進 
女性のためのスキルアップ講座の実施 実施 

女性起業家セミナーの実施 実施 

女性起業家支援・ 

管理職登用の推進 

女性起業家育成プログラムの実施 
形を変えて

実施 

女性起業家向けのクラウドファンドへの 

サポート事業の実施 
実施 

様々な産業への女性の参画の推進 実施 

仕事と育児の 

両立サポート 

学童保育、放課後子ども教室の充実 実施 

病児・病後児保育の拡充 実施 

夏季預かり保育、緊急一時保育の拡充 実施 

ファミリーサポート事業 実施   
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基本目標３ 男女がともに築く家庭生活と地域社会 

基本目標３の事業・取り組み等について、育児・介護支援や防災、まちづくりへの女性の参画、

安心して心身ともに健康に暮らせる地域づくりに向けた事業・取り組みは概ね進められてきてい

ますが、男性の家庭参画支援やあらゆる分野での女性活躍に向けた事業・取り組みは未実施とな

っています。 

今後は、各事業・取り組みの精査を行っていくとともに、男性の家庭参画支援や育休取得支援、

女性リーダーの育成支援等取り組みの推進が必要です。 

基本 

課題 
施策の基本的方向 事業・取り組み等 進捗 

地
域
・
家
庭
生
活
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進 育児・介護支援の充実 

小児科救急医療体制の充実促進 
形を変えて

実施 

下水道基本料金免除 

（第三子以上の子どもがいる世帯） 
実施 

乳幼児を抱える家庭の 

避難対策の充実 

食料、物資の備蓄等 実施 

避難対策 未実施 

緊急時の支援体制 実施 

関係機関との事業間連携を高めた 

特別支援児対策 
実施 

子育世帯向け家庭ごみ有料指定袋無料引換券配

布事業 
実施 

すくすく子育て相談窓口の利用促進と 

訪問指導の充実 
実施 

家事、育児・介護等への男性参画の促進 

（パパママクラブほか） 
実施 

ショートステイ、一時保育事業 実施 

小地域ネットワークシステムによる 

福祉づくり事業（あったか班、いきいき委員会、 

はつらつ委員会、ふれあいいきいきサロン） 

形を変えて

実施 

介護予防自立支援事業 実施 

乳児家庭全戸訪問事業 

（こんにちは赤ちゃん事業） 
実施   
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基本 

課題 
施策の基本的方向 事業・取り組み等 進捗 

地
域
・
家
庭
生
活
に
お
け
る 男

女
共
同
参
画
の
推
進 男性にとっての 

男女共同参画の推進 

男性向けの育児・家事支援講座の実施 未実施 

子育てサポートメンズクラブの開設 未実施 

防災、まちづくりへの 

女性の参画の推進 

女性チャレンジ助成金事業 実施 

市町防災計画会議への女性委員の参画 実施 

学校安全対策・登下校時の安全対策の推進 実施 

インターネット・携帯電話など有害情報対策の 

促進（かさい防災ネット） 
実施 

災害時要援護者登録制度 実施 

安
心
し
て
心
身
と
も
に
健
康
に
暮
ら
せ
る
地
域
づ
く
り 市民の心身の 

健康保持と増進 

健康増進センターの運営 実施 

町ぐるみ健診事業 実施 

各種検診事業 実施 

健康教育 実施 

健康相談 実施 

運動指導 実施 

あらゆる暴力の根絶に 

向けた取り組み 

暴力防止フォーラムの実施 実施 

学校でのＤＶ防止啓発事業 実施 

要保護児童対策地域協議会の開催 実施 

ＤＶ相談窓口 実施 

児童虐待防止啓発 実施 

ユニバーサルデザインの 

まちづくりの推進 

「子育てバリアフリー」に関する啓発の充実 実施 

高齢者・障がい者の外出支援サービスの充実 実施 

障がい者（児）相談支援センター事業 実施 

あ
ら
ゆ
る
分

野
へ
の
女
性

の
社
会
進
出 政策方針決定過程への 

女性の参画 
各種審議会、委員会への調査及び勧告 未実施 

市民公益活動、ＮＰＯ 

活動への女性参画 

男女共同参画センターおける男女共同参画推進

グループ及び女性グループの登録制度の運営 
未実施   
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４ ワークショップの結果 

本プランの策定にあたり、ワークショップを実施し、本市の抱える男女共同参画計画に関する課

題等を話し合いました。主な内容は以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

男女共同参画

意識について 

 「女は前に出るな」「意見
を言うな」と古い考えを 

もっている人がいる 

 家のことは女性の仕事？ 
しつけは母親の役目？ 

 男性は仕事？ 
リーダー？ 

 男性が子育てをする 
考え方が広まっていない 

 祭・消防・村役員など 
村の仕事は男性がメインで 
村のしくみが男性社会  男はこうあるべき、 

女はこうあるべき 
というのは困る 

 威圧的な態度をする人の 
窓口対応等、男性の力が 

ほしいときがある 

 男性もハラスメントに 
おびえている 

ワーク・ライ

フ・バランス

について 

 テレワークが増えると、 
家族との時間が増え、 
男性も煙たがられない 

 共働きでも女性の方が 
家事の割合が多い 

（目に見えない家事） 
 育児する父親の交流会 

があるとおもしろそう 

 男性が子育てをする 
考え方が広まっていない 

 消防団の過剰な活動を控えて
ほしい（男性が家事・育児に 

参加できるように） 

 休暇制度、時短勤務など 
男女とも働きやすい職場 

 小学校・保育園で 
子どもを見てもらえる 
時間を延長してほしい 

 男性の育休＝出世できない 
      迷惑がかかる 
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■当日の様子 

 

 

 

 

   

女性の活躍 

について 

 管理職になりたい 
女性がいない 

 女性でもしたい職種を 
選べるようにする 

（業種・職種の幅が狭い） 

 女性にとって管理職とは？ 
 部署によって 

男女比率に偏り 
がある 

 女性のモチベーション 
アップが必要  非正規職員は女性が多く、 

男女で給料差がある 
 自治会長は男性ばかり、 

自治会の意思決定は 
男性優先 

 学校の役員は圧倒的に 
「お母さん」が多い 

住みやすい 

まちづくり 

について 

 将来の加西に住むのが 
不安だと思っている 

女性がいる 

 子どもに 
加西に残ってほしい 

と思えない  地元に残るのは 
男性が多い 

 男性の外での活動力の低さ 
コミュニティの狭さ 

 住みよい市も大切だけど 
住みよい村になってほしい 

 近所のコミュニティが 
減った 
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５ 本市における課題 

課題１ 男女共同参画意識の一層の浸透 

 前回のアンケート調査結果と比較すると、固定的な性別役割分担に反対する意見が増加しており、

性別役割分担に関する意識の変化が見受けられます。また、子どもをどう育てていくべきかについ

ても、「女の子も男の子もこだわりなく育てた方がよい」という意見が増えています。 

 そのような変化の一方で、日常生活での役割分担においては偏りがあることがアンケート調査や

ワークショップの結果から明らかになりました。また、政治の場や社会通念・慣習・しきたり等に

おいて男女平等を感じている人の割合は１割程度と低くなっています。男女ともに活躍できる社会

を目指すために、あらゆる分野における男女共同参画意識の一層の浸透が必要です。 

 

課題２ 誰もがいきいきと働くための支援体制の充実 

 女性が仕事をもつことについて、前回策定時から意識の変化が見られ、アンケート調査結果では

「ずっと仕事を続ける方がよい」という意見が多数派となっていますが、家庭内では依然、女性が

育児や介護の役割を担うことが多いことがわかっています。更にワーク・ライフ・バランスの推進

に向けて企業に求めることとして、育児・介護休業の取得促進や多様な働き方ができる環境づくり

を求める意見が多くなっています。 

 誰もがいきいきと働くことのできる社会の実現に向けて、ワーク・ライフ・バランスの推進や多

様な働き方ができる環境整備等を行っていくとともに、様々なハラスメント防止、女性のキャリア

アップ支援等の包括的な支援が必要です。 

 

課題３ 地域活動や政治等への女性の参画 

 アンケート調査結果から地域活動等への女性の参加状況が男性より低いことが伺えることに加え、

審議会等委員への女性登用状況、防災会議への女性委員の登用状況はいずれも県内 29 市の中で最

下位となっています。また、本市の女性議員は現在１人のみとなっています。 

 男女共同参画社会を実現するには、家庭、職場だけでなく、防災等の地域活動の場や政治の場に

おいても女性の活躍を支援し、性別に関わらず意見が反映されるようなしくみづくりが必要です。 

 

課題４ 暴力の防止や多様な性への理解促進 

 アンケート調査結果からは、ＤＶを受けたことがある女性は全体の１割強であることがわかりま

した。また、ＤＶを受けたことがある人の約43％が相談しなかったことが明らかとなっており、暴

力の撲滅とともに被害者が助けを求めることができるよう支援体制の整備が必要です。また、前回

のアンケート調査結果と比較すると、ＤＶやデートＤＶの認知度に大きな変化はなく、あらゆる暴

力の撲滅に向けた周知啓発が一層重要であると考えられます。 

 更に、アンケート調査からは多様な性に関する認知度の低さも明らかになっていることから、社

会全体において様々な性のあり方に関する理解促進が必要です。  
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

 

  基 本 理 念  
 

 

 

 

これまで本市では、市民一人ひとりが互いに尊重し合い、個性を認め、男女が対等な立場でその

能力と個性を発揮できるような男女共同参画社会の実現を目指してきました。今後も一人ひとりの

多様なあり方を尊重し、社会におけるあらゆる場面において男女共同参画の実現を目指し、施策の

推進に努めます。 

本プランにおいては、第二次プランの基本理念を踏まえるとともに、男女や多様な性のあり方も

含め、性別に関わらず誰もがいきいきと活躍する地域の実現を願い、基本理念を「誰もが互いに尊

重し合い、輝くふるさと加西」と定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

   

誰もが互いに尊重し合い、 

輝くふるさと加西 
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２ 基本目標 

本プランでは、基本理念である「誰もが互いに尊重し合い、輝くふるさと加西」の実現に向けて、

困難を抱える人に寄り添っていくことを基本にしながら、めいめいの価値観を大切にして、仕事、

家庭、地域における各分野での取り組みについて、以下の５つを基本目標として設定し、推進を図

ります。 

 

基本目標１ 
誰もが尊重され、自分らしく生きることのできる共同参画

社会の構築 

 男女共同参画社会を実現するには、一人ひとりが固定的な性別役割分担意識にとらわれず、

個々の価値観や人権を尊重し合えることが大切です。家庭、地域、職場、学校等、あらゆる場

面で様々な媒体を活用し、男女共同参画についての意識啓発を推進します。また、男女共同参

画の啓発を人権への理解を深める機会としてとらえ、一人ひとりの個性や価値観、人権を尊重

し合える地域づくりを推進します。 

 

基本目標２ ワーク・ライフ・バランスの推進と働きやすい環境づくり 

 少子高齢化が進行する現代においては、地域や社会において男女ともに活躍することが求め

られています。人々の意識においても、共働きや女性のキャリアの継続が望まれており、これ

らを実現するためには、仕事と生活の調和がとれた働き方の推進が欠かせません。性別に関わ

らず、それぞれの望む働き方で仕事や生活の両立を図り、能力を活かして活躍することができ

るよう環境整備を行うとともに、妊娠・出産・育児・介護等の支援の充実を図り、ライフステ

ージに応じた働き方が実現できるよう取り組みの推進を図ります。 

 

基本目標３ 性別に関わらずあらゆる場で活躍できる支援体制の整備 

 家庭や職場だけでなく、政治の場や地域活動等、あらゆる場において男女の活躍が求められ

ています。特に、近い将来に発生が予想される大規模災害に備え、防災における男女共同参画

の視点の浸透が求められています。固定的な性別役割分担意識を解消し、職業・役割や地位に

おける性別の偏りの解消に努め、あらゆる場において男女双方の意見を反映することができる

取り組みの推進を図ります。 

 また、女性の社会参画への支援だけでなく、男性にとっての男女共同参画の推進にも取り組

みます。 
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基本目標４ 誰もが安心して暮らせるまちづくり 

 男女または多様な性のあり方についての理解を浸透させ、あらゆる暴力やハラスメントの根

絶を目指すとともに、万が一被害を受けた場合に安心して助けを求めることができ、身の安全

が守られるよう支援体制の整備を行います。 

 また、暴力やハラスメントだけでなく、生活の中で様々な困難を抱えている人への支援体制

の充実や強化を目指し、市民が困りごとを抱え込むことなく、誰もが安心して暮らせるまちを

目指します。 

 

基本目標５ 男女共同参画社会の実現に向けた環境の整備 

 男女共同参画社会の実現に向けて、男女共同参画センターの機能強化や、庁内関係課との連

携を強化し、市民、関係団体、事業者等との協働の下、取り組みの推進を図ります。 

また、男女共同参画に係る施策の推進にあたっては、国や県等との広域的な連携も必要であ

るため、国や県等との情報交換を密に行うとともに連携体制の強化を図ります。   



39 

３ 計画の体系                                    
★…女性活躍推進計画関連施策   ◆…DV 対策基本計画関連施策 

基本目標 基本的施策 

 

誰もが尊重され、自分らしく生きる

ことのできる共同参画社会の構築 

１ 男女共同参画に関する意識啓発 

２ 男女共同参画に関する学習機会の充実 

 

ワーク・ライフ・バランスの推進と

働きやすい環境づくり 

 

性別に関わらずあらゆる場で 

活躍できる支援体制の整備 

１ ワーク・ライフ・バランスの推進 ★ 

２ 子育て・介護支援の充実 ★ 

３ 誰もが能力を発揮できる環境・働き方の推進 ★ 

１ 地域活動における男女共同参画 

２ 政策・方針決定の場への女性参画の促進 

 

誰もが安心して暮らせる 

まちづくり 

１ あらゆる暴力の根絶と被害者を守るしくみづくり ◆ 

２ 生涯を通じた健康づくりへの支援 

３ 様々な困難を抱える人への支援 

基本目標２ 

基本目標１ 

基本目標３ 

基本目標４ 

重点 

重点 

重点 

重点 

 

男女共同参画社会の実現に向け

た環境の整備 

１ 男女共同参画センターの強化・充実 

２ 男女共同参画推進に向けた体制・連携の強化 

基本目標５ 
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第４章 主な施策 

 

 

 

基本目標１ 誰もが尊重され、自分らしく生きることのできる    
共同参画社会の構築 

（１）男女共同参画に関する意識啓発  男女共同参画の啓発を人権への理解を深める機会としてとらえ、男女共同参画の視点による人権

啓発事業を推進します。 

また、インターネットの普及に伴い、人権侵害や男女の役割を固定化するような表現等が様々なメ

ディアで見られる中、そのような情報を個人が主体的に読み解くとともに、メディアを使って自分の

考えを表現していく能力（メディアリテラシー）を身につけられるよう、啓発を進めます。 

 

事業・施策 内容 担当課 

男女平等の視点による人

権尊重の啓発 

○男女共同参画フォーラムや講座、研修等を開

催し、男女平等の視点に立った様々な角度か

ら啓発を行います。 ふるさと創造課 

○共生社会の実現に向けて、多文化共生事業を

実施します。 

地域における意識啓発の

推進 

○人権啓発資料「まちかど」を毎年発行し、各

町・地域の学習会での活用を促します。 
人権推進課 

男女共同参画の視点に基

づいた広報の実施 

○広報やホームページ等における記事掲載等

において、無意識の思い込み（アンコンシャ

ス・バイアス）に基づく不適切な表現を点検

し、男女共同参画の視点に立った適切な表現

の使用促進を図ります。 

ふるさと創造課 

メディアリテラシーの向

上に向けた啓発の推進 

○インターネット等のメディアを通じた情報

発信における人権侵害の防止について、市民

意識の向上を図るため、広報やホームページ

等による啓発を図ります。 

デジタル戦略課 

人権推進課 

学校教育課 ○子どもたちが安全にインターネットを使用

できるよう、情報モラルを含むメディアリテ

ラシーの育成を図ります。 
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（２）男女共同参画に関する学習機会の充実 
 ジェンダー平等を阻害する無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）を解消するためには、幼少

期から性別に基づく固定観念等を生じさせないことが重要です。家庭・学校教育全体を通じて男女

共同参画の視点に立った教育の推進や教職員等に対する研修を実施します。 

また、進路指導等においても、子どもたちがジェンダーにとらわれない選択ができるよう、個性や

能力を尊重した指導を推進します。  
事業・施策 内容 担当課 

男女共同参画の視点に立

った教育の推進 

○児童生徒へのジェンダー教育や多文化共生

に関する教育を推進します。 

学校教育課 

人権推進課 

総合教育センター 

○児童生徒がそれぞれの個性を尊重しつつ、能

力を活かすことができるキャリア教育や進

路指導の推進を図ります。 

○子どもを性犯罪や性暴力から守るとともに、

それらの加害者とならないよう、教育の推進

を図ります。 

保育教諭、教員等に対する

男女共同参画意識の向上 

○幼少期からの男女共同参画意識を育むため、

保育教諭、小中学校教員等に対して、男女共

同参画を含む人権に関する研修等を実施し

ます。 

こども未来課 

学校教育課 

人権推進課 
○性的指向や性自認に係る児童生徒への対応

についても理解促進を図ります。 

生涯学習分野における人

権学習の充実 

○出前講座の実施やまちかどフォーラム・地区

人権学習会、人権文化をすすめる市民のつど

い、高齢者学級等の開催を通じて、地域にお

ける人権学習機会の充実を図ります。 

ふるさと創造課 

人権推進課 

生涯学習課     
項目 現状（令和２年度） 目標（令和 12 年度）

「男は仕事、女は家事・育児」と考えない人の割合 

※アンケート調査で、「男は仕事、女は家事・育児」という考え方に

「反対」「どちらかといえば反対」と回答した人の割合 

58.4％ 80.0％ 

社会通念・慣習・しきたり等において「平等である」

と感じている人の割合 

※アンケート調査で、社会通念・慣習・しきたり等における男女の

地位について「平等である」と回答した人の割合 

13.3％ 30.0％   
重点 

成 果 目 標 
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基本目標２ ワーク・ライフ・バランスの推進と働きやすい環境づくり 

（１）ワーク・ライフ・バランスの推進【女性活躍推進計画】 

育児・介護休業法をはじめとする制度の整備等により、ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた取

り組みが進みつつあります。事業者に対して法の趣旨を周知するとともに、ワーク・ライフ・バランス

の推進を市内企業・事業者等へ働きかけます。 

また、誰もが仕事と生活の調和がとれた働き方ができるよう、ワーク・ライフ・バランスの推進につ

いて、市役所が積極的な推進を図ります。  
事業・施策 内容 担当課 

関係法令等の周知啓発 
○市内企業・事業者へ労働関係法等の関係法令

の周知啓発を行います。 
産業振興課 

企業におけるワーク・ライ

フ・バランスの推進 

○商工会議所と連携し、企業に対して、経営戦

略としてのワーク・ライフ・バランスの取り

組みについて啓発等を行い、その取り組みを

推奨します。 

産業振興課 

市職員におけるワーク・ラ

イフ・バランスの積極的な

推進 

○地域のモデルとして、市職員のワーク・ライ

フ・バランスの取り組み（時間外勤務の適正

化やテレワーク制度の推進等）を積極的に行

います。 

総務課 

加西市特定事業主行動計

画の評価及び指導 

○市男性職員の育児休業等の取得を進め、本プ

ランの実施について評価を行い、必要に応じ

て改善に向けた指導を行います。 

総務課   
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（２）子育て・介護支援の充実【女性活躍推進計画】 

性別に関わらず、それぞれの望む働き方で仕事や生活の両立を図り、能力を活かして活躍するこ

とができるような環境整備を行うとともに、妊娠・出産・育児・介護等の支援の充実を図り、ライフス

テージに応じた働き方が実現できるよう取り組みの推進を図ります。 

 

事業・施策 内容 担当課 

安心して子育てできる 

環境づくり 

○多様化する働き方等に対応するとともに、誰

もが安心して子育てができる地域を目指し、

子ども・子育てを総合的に支援する拠点の整

備や、教育・福祉・保健部門が連携した相談

支援体制の強化、各種子育て支援サービスの

充実を図ります。 

こども未来課 

学校教育課 

健康課 

地域福祉課 

在宅介護への支援の推進 

○広報やホームページ等を通じて、介護サービ

スの情報発信を行うとともに、介護者の生活

と介護の両立を支援する相談支援、各種介護

サービスの充実を図ります。 

長寿介護課 

育児・介護休業制度等の 

普及啓発の推進 

○市内企業・事業者等に対し、育児・介護休業

制度等の普及啓発を図り、男性を含む対象者

の利用促進を図ります。 

産業振興課 

家事、育児等への男性参画

の促進 

○男性の育児参加の促進のため、パパママクラ

ブへの参加勧奨や母子手帳交付時にパパ向

けのパンフレットの配布を行います。 

健康課 

○関係機関と連携し、男性向けの家事・育児等

に関する講座の充実を検討します。 
ふるさと創造課 

介護等への男性参画の促進 

○認知症家族会で男性介護者のための勉強会

を開催するなど、介護等への男性参画の拡大

に努めます。 

長寿介護課   
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（３）誰もが能力を発揮できる環境・働き方の推進【女性活躍推進計画】 
誰もが自らの意思に基づき、個性と能力を十分に発揮できる、公正で多様性に富んだ、活力ある

持続可能な社会を実現するための環境づくり、働き方を推進します。結婚・出産等により、一度退職

した女性が再び就業するために必要な知識や能力を主体的に身につけていくための機会を提供す

るとともに、職業紹介にも取り組みます。 

また、職場や地域等におけるセクシュアル・ハラスメントや、パワー・ハラスメント等、あらゆるハラ

スメントを防止するための啓発活動等を推進します。  
事業・施策 内容 担当課 

男女の均等な雇用機会・ 

待遇の確保 

○ハローワーク等の関係機関と連携し、雇用問

題に関する女性相談、再就労相談、再就職セ

ミナー等を実施します。 

ふるさと創造課 

産業振興課 

女性の就業・再就職支援の

推進 

○ハローワーク等の関係機関と連携した女性

のためのスキルアップ講座の開催等を行い、

女性の就業・再就職支援を推進します。 

ふるさと創造課 

産業振興課 

企業の環境整備の推進 

○県の助成金等を周知啓発し、活用促進を図る

など、企業における職場環境整備の推進に努

めます。 
ふるさと創造課 

産業振興課 
○くるみん・えるぼし認定等の周知や取得促進

に向けた啓発を行います。 

様々な産業への女性の 

参画の促進 

○農業を含む様々な産業への女性の参画の促

進を図ります。 

農政課 

産業振興課 

女性の起業支援の推進 

○関係機関と連携し、事業計画やマーケティン

グ、税務、労務に関する講座の実施、クラウ

ドファンディングに関するセミナー等の開

催や広報を行い、創業・起業を目指す女性の

支援を行います。 

ふるさと創造課 

産業振興課 

○定期的に起業セミナーを実施し、ロールモデ

ルの紹介等につなげます。 

多様な働き方ができる 

環境づくり 

○「かさいこども広場＆パパママオフィス『ア

スも』」を整備し、多様な働き方ができる環境

づくりを行います。 

人口増政策課 

産業振興課 

○市内中小企業に対し、テレワークやクラウド

導入等に向けた補助を行います。 
産業振興課 

各種ハラスメントに関す

る啓発の推進 

○セクシュアル・ハラスメントをはじめとする

様々なハラスメントの問題について、広報や

ホームページ等を通じた啓発の推進を図り

ます。 

ふるさと創造課 

人権推進課 

重点 
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事業・施策 内容 担当課 

事業所等におけるハラス

メント防止対策の推進 

○商工会議所等の関係機関と連携して、様々な

ハラスメントの問題について、研修や啓発資

料の提供により、事業所等でのハラスメント

の防止を図ります。 

産業振興課 

人権推進課 

市役所におけるハラスメ

ント防止対策の推進 

○ハラスメント防止対策やハラスメント発生

時の相談体制について、職員研修等において

周知徹底、啓発を行い、未然防止を図ります。 

総務課 

人権推進課     
項目 現状（令和２年度） 目標（令和 12 年度）

職場において「平等である」と感じている人の割合 

※アンケート調査で、職場における男女の地位について「平等であ

る」と回答した人の割合 

20.8％ 40.0％ 

職員に占める女性の割合 39.9％ 50.0％ 

市役所における男性育児休業取得率 15.3％ 30.0％    成 果 目 標 
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基本目標３ 性別に関わらずあらゆる場で活躍できる支援体制の整備 

（１）地域活動における男女共同参画 
様々な地域活動において、女性や働き盛りの男性も含め、まちづくりを男女ともに担うことができ

るよう、取り組みの推進を図ります。 

また、日頃から災害等に備え、避難所運営等については、男女共同参画の視点からの想定、準備を

関係団体と協力して推進します。  
事業・施策 内容 担当課 

男女共同参画に関する団体

の育成や活動支援の実施 

○地域活動への女性の参画を推進するための

事業や、女性団体が地域と協働で実施する事

業に対する助成等を行うとともに、事業の周

知・推進活動を行います。 ふるさと創造課 

○男女共同参画センターにおいて、市民グルー

プ制度を設け、市民による男女共同参画社会

づくりを推進します。 

地域づくりにおける男女

共同参画の推進 

○出前講座等を実施し、地域における男女共同

参画意識の醸成を図ります。 

ふるさと創造課 

○「加西市協創のまちづくり条例」に基づいて、

年齢や性別、住む場所等の枠にとらわれず、

まちづくりに取り組むことができるよう活

動支援を行います。 

○「加西市誰もが性差にとらわれず共に生きる

社会づくり条例」等に基づいて自治会やふる

さと創造会議等、地域活動における女性役員

登用に向けた助成・支援を行い、意思決定過

程への女性参画の促進を図ります。 

「加西市協創のまちづく

り条例」の啓発 

○年齢や性別、国籍等の違いや障がいを越え

て、地域の中で自分らしく暮らし活動する住

民が集い、ふれ合い、語り合い、互いを知り

合うことで絆を強め、「思いやり」を深めるこ

とを目指す条例の理念・内容を周知啓発し、

男女共同参画社会の形成の推進を図ります。 

ふるさと創造課    
重点 
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事業・施策 内容 担当課 

地域防災活動における男

女共同参画の推進 

○婦人防火クラブの活動促進や女性防災リー

ダーの育成等、関係団体等との連携の下、地

域防災活動への積極的な女性の参画を促し、

地域防災力の向上に努めます。 危機管理課 

○防災会議における女性の参画拡大を促進し、

女性の視点も踏まえた防災体制の強化を図

ります。 

災害時における男女共同

参画の推進 

○災害時における避難所運営等に男女共同参

画の視点を取り入れるとともに、女性や乳幼

児、多様な性のあり方等に配慮した避難所設

備や備蓄物資の確保を行います。 

危機管理課   
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（２）政策・方針決定の場への女性参画の促進 
本市においては、意思決定の場への女性参画の促進が喫緊の課題となっており、審議会や委員会

等を含む政策・方針決定の場等への女性参画が進むよう、着実かつ計画的な取り組みを行います。 

 

事業・施策 内容 担当課 

各種審議会、委員会への女

性参画の促進 

○市が関係する各種審議会や委員会に対し、一

定以上の女性割合の基準を設け、積極的な登

用を図ること（クオータ制）を目指すととも

に、女性割合が基準を下回っている場合は、

登用に向けた働きかけを行います。 

ふるさと創造課 

総務課 

市職員における女性管理

職登用の促進 

○管理職登用に関する研修等を通じて、女性の

積極的な管理職登用を働きかけます。 
総務課 

市内企業における女性管

理職登用の促進 

○「加西市誰もが性差にとらわれず共に生きる

社会づくり条例」等に基づいて市内企業等に

おける女性管理職登用に向けた助成・支援を

行い、企業における方針決定過程への女性参

画の促進を図ります。 

ふるさと創造課 

産業振興課 

女性リーダー育成事業の

実施 

○「女性リーダー育成講座」を開催し、意思決

定の場に参画できる女性や地域で活躍する

女性の育成を目指します。 

ふるさと創造課     
項目 現状（令和２年度） 目標（令和 12 年度）

自治会における女性会長の割合 0.7％ 5.0％ 

自治会及びふるさと創造会議における女性役員の割合 

※自治会における女性役員割合の現状値は自治会長のみの集計 
4.0％ 20.0％ 

審議会等における女性委員の割合 17.3％ 35.0％ 

防災会議における女性委員の割合 3.6％ 15.0％ 

女性管理職の登用率 

※加西市役所、市立こども園、市立加西病院、市立小・中・特別支

援学校、市内企業の女性管理職の割合 

15.2％ 

（令和元年度） 
30.0％   成 果 目 標 
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基本目標４ 誰もが安心して暮らせるまちづくり 

（１）あらゆる暴力の根絶と被害者を守るしくみづくり【ＤV対策基本計画】 

ＤＶは重大な人権侵害であり、決して許されるものではないという認識の下、あらゆる暴力の

根絶を目指すとともに、万が一被害を受けた場合に安心して助けを求めることができ、被害者の

安全が守られるよう支援体制の整備を行います。また、あらゆる機会を通じて啓発を行い、市民

一人ひとりのＤＶに関する正しい理解の促進を図ります。  
事業・施策 内容 担当課 

安心して相談できる体制

の整備 

○早期発見・通報のための体制整備として、民

生委員・児童委員、教育機関、支援機関、警

察等の関係機関の連携を強化し、専門的な支

援につなげる体制の構築や適切な被害者対

応の徹底に取り組みます。 

地域福祉課 

福祉企画課 

学校教育課 

こども未来課 

○医療・保健・福祉関係者及びこども園、学校

関係者等に対して、研修等を実施し、ＤＶに

関する理解促進を図ります。 

地域福祉課 

健康課 

こども未来課 

総合教育センター 

○広報やホームページ等により、配偶者暴力相

談支援センター等の相談窓口の周知を図る

とともに、相談支援体制の強化を図り、円滑

な相談支援を実施します。 

地域福祉課 

○高齢者や障がい者、子ども、外国人被害者に対

する適切な支援に向けて、地域包括支援セン

ターや障がい者虐待防止センター、家庭児童

相談室等と連携し、適切な支援を行います。 

地域福祉課 

ふるさと創造課 

長寿介護課 

健康課 

〇ＤＶ対応マニュアルに基づき、庁内の窓口担

当職員関係各課と連携するとともに、関係職

員の認識を共有します。併せて、関係職員の

資質の向上を図るための研修の実施や受講

促進を行います。 

地域福祉課 

総務課 

〇女性家庭センター・こども家庭センター・警

察等の関係機関との連携体制を整備し、ＤＶ

ネットワーク会議及び庁内被害者支援連携

会議を定期的に開催します。 

地域福祉課   
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事業・施策 内容 担当課 

被害者の安全確保や自立

支援 

○緊急時における被害者の安全確保のため、速

やかに一時保護ができる体制づくりの充実

を図るとともに、関係部署間の連携による被

害者に関する情報の保護・管理、加害者対応

を徹底します。 

地域福祉課 

○被害者に対し、各種福祉制度や、保健・医療・

年金、司法手続き等に関する情報提供及び利

用・手続き支援を行います。 

地域福祉課 

市民課 

健康課 

国保医療課 

○公営住宅の優先入居、ハローワーク等と連携

した就労支援等、生活の安定に向けた自立支

援を行います。 

施設管理課 

産業振興課 

地域福祉課 

○被害者に対し、心理的な安定を取り戻せるよ

うなこころのケアや適切な医療を受けるた

めの支援を県等の関係機関や保健・医療機関

等との連携の下、推進します。 

健康課 

地域福祉課 

○被害者の子どもに対し、こども園・学校等の

関係機関と連携し、子どもの年齢や心身の状

態に応じた相談・支援を行います。 

健康課 

地域福祉課 

学校教育課 

こども未来課 

〇子どもの発達・養育面で不安を抱えている被

害者に対し、子どもと適切な関わりを保つた

めの支援を行うとともに、ＤＶと児童虐待の

併存や心理的虐待を受けた子どもについて

は要保護児童対策地域協議会と連携し、対応

を行います。 

地域福祉課   
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事業・施策 内容 担当課 

暴力を許さない環境づく

りの推進 

○女性に対する暴力をなくす運動等の機会をと

らえ、ＤＶの防止に関する啓発を行います。 
ふるさと創造課 

○様々な機会を活用し、虐待やＤＶは重大な人

権侵害であることの周知啓発や、住民の通報

義務、通報体制についての周知を行います。 

人権推進課 

○児童生徒へのデートＤＶを含む各種ＤＶの

教育・啓発の推進に向けて、教職員等への研

修を実施し、児童生徒や保護者への教育・啓

発につなげます。また、若年層に向けて、パ

ンフレット等を活用したデートＤＶ等の啓

発を図ります。 

総合教育センター 

ふるさと創造課 

○出前講座の実施や啓発パンフレットの設置

等、地域団体・企業等と連携したＤＶ防止教

育・啓発を行います。 

ふるさと創造課   
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■加西市におけるＤＶ対策の効果的な施策の実施体制（イメージ） 

「加西市ＤＶ相談室（配偶者暴力相談支援センター）」を中心として被害者に必要な支援を行い、状況に応じて

他の支援機関へつなぐ等、被害者へ必要な情報を的確に提供できるように努めるとともに、引き続き相談窓口の

周知を行い、ＤＶの早期発見に努めます。                                             
配偶者暴力相談支援センター         

警察署 
（婦人相談所） 

一時保護所 

連携 
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（２）生涯を通じた健康づくりへの支援 

生涯にわたる健康の実現に向け、年代に応じた健康支援を推進します。また、リプロダクティブ・

ヘルス／ライツに関する啓発を行うとともに、この視点に立って女性の健康管理と母性保護の徹

底が図られるよう、各種事業を推進します。  
事業・施策 内容 担当課 

年代に応じた健康支援の

実施 

○町ぐるみ健診事業や女性がん検診事業、各種

健康相談等を通じて、年代に応じた健康づく

りの支援を行います。 

健康課 ○女性の妊娠・出産等に係る母子保健対策や不

妊治療に係る支援等、女性が安心して妊娠・

出産期を過ごせるような支援の充実を図り

ます。 

性の尊重に対する理解 

促進 

○リプロダクティブ・ヘルス／ライツについ

て、小・中学校の授業等を通じて、児童生徒

の理解促進を図るとともに、広報等を通じて

広く市民に周知啓発を図ります。 

学校教育課 

健康課 

性の尊重の視点に立った

教育の推進 

○小・中学校において、男女が互いの性につい

ての理解を深めることができるよう、各教科

の学習や特別活動において、性に関する教育

を適正に行います。 

学校教育課 

性感染症をはじめとする

様々な感染症に関する啓

発の推進 

○性感染症をはじめとする様々な感染症に関

する正しい知識を身につけることができる

よう、各学校において指導を行います。 

学校教育課 

健康課   
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（３）様々な困難を抱える人への支援 
ひとり親家庭、特に母子家庭では経済的な問題を抱える家庭も多いことから、職業能力向上の機

会の提供等の自立促進に取り組みます。また、障がい者や高齢者、外国籍の市民が、地域で安心して

社会との関わりをもちながら暮らすことができるよう、相談支援や自立支援等の充実を図ります。 

併せて、性的指向や性自認に起因して社会的困難を抱える人に対し、人権侵害等が生じないよう、

広く性の多様性に関する啓発活動を行うなど、社会における理解促進に努めます。 

 

事業・施策 内容 担当課 

ひとり親家庭に対する 

経済的支援の実施 

○ひとり親家庭に対し、児童扶養手当の支給や

母子家庭等医療費助成制度、母子父子及び寡

婦福祉資金の貸付、就学援助費の助成等によ

り、経済的な支援を行います。 地域福祉課 

○自立支援教育訓練給付金事業や高等職業訓

練促進給付金事業等を実施し、自立促進を図

ります。 

障がい者や高齢者に対す

る支援の実施 

○加西市地域包括支援センターや加西市基幹

相談支援センターにおいて、様々な相談に応

じるとともに、必要な情報提供や助言を行う

など、地域で自立した生活を営んでいくため

の支援を総合的に行います。 

長寿介護課 

地域福祉課 

外国籍の市民に対する支

援の実施 

○外国籍や外国にルーツをもっていることで

困難を抱えている人が各種サービス等を円

滑に利用できるよう、支援を行います。 

ふるさと創造課 

相談窓口の充実 

○住民の日常生活上の悩みや生活困窮、ひきこ

もり、虐待等の様々な相談に専門の相談員が

応じるとともに、複合的な課題の対応に向け

て、保健・福祉・介護等の各分野が連携を図

ります。 

ふるさと創造課 

長寿介護課 

地域福祉課 

多様な性に関する意識啓

発の推進 

○多様な性に関する講座の開催やホームペー

ジ、リーフレット、ＳＮＳ等を通じた啓発を

行い、理解促進を図ります。 

ふるさと創造課 

乳幼児を抱える家庭や多

様な性のあり方等に配慮

した避難対策の充実 

○避難所の設備・備品・運営方針等に関し、乳

幼児を抱える家庭や多様な性のあり方、障が

い者・高齢者に配慮した整備を推進します。 

危機管理課 

地域福祉課 

長寿介護課 

健康課 

ユニバーサルデザインに

基づくまちづくりの推進 

○高齢化にも対応した住環境づくりに向けて、

関係機関とも連携しながらユニバーサルデ

ザインに基づくまちづくりを推進します。 

長寿介護課   

重点 
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項目 現状（令和２年度） 目標（令和 12 年度）

ＤＶ相談窓口の認知度 

※アンケート調査で、「全く知らない」と回答した人の割合 
48.9％ 30.0％ 

ＤＶ被害者支援庁内連携会議の開催 年１回 年２回 

ＬＧＢＴＱ・ＳＯＧＩＥの認知度 

※アンケート調査で、「内容までよく知っている」「内容も少しは知

っている」と回答した人の割合 

ＬＧＢＴＱ：34.2％ 

ＳＯＧＩＥ：7.7％ 

ＬＧＢＴＱ：60.0％ 

ＳＯＧＩＥ：20.0％   

成 果 目 標 
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基本目標５ 男女共同参画社会の実現に向けた環境の整備 

（１）男女共同参画センターの強化・充実 

男女共同参画社会の実現に向けて、活動の拠点となる加西市男女共同参画センターの機能強化を

図ります。 

事業・施策 内容 担当課 

男女共同参画センターの

機能強化 

○男女共同参画社会の実現を目指すための活

動と情報の拠点である加西市男女共同参画

センターにおいて、相談員の配置や主催講座

の充実等を行うなど、機能強化を図ります。 

ふるさと創造課 

 

（２）男女共同参画推進に向けた体制・連携の強化 

地域における活動主体である各種関連団体やグループ等との連携強化や庁内連携体制の強化に

取り組むなど、男女共同参画社会の実現に向けた体制整備や連携の強化を行います。 

事業・施策 内容 担当課 

男女共同参画に関連する

団体等との連携強化 

○男女共同参画社会の実現を目指して活動す

る各種団体やグループとの連携強化やそれ

らの育成・支援を図ります。 

○国・県及び近隣自治体、関係機関・団体等と

の連携や情報交換に努め、各事業・施策の着

実な推進を図ります。 

ふるさと創造課 

条例の周知啓発 

○「加西市誰もが性差にとらわれず共に生きる

社会づくり条例」の周知啓発を行い、庁内及

び各種関係団体との連携強化を図ります。 

ふるさと創造課 

庁内連携体制の強化 

○各事業・施策の総合的かつ効果的な推進に向

けて、庁内関係部署との連携強化を行うとと

もに、各所管で実施する施策への男女共同参

画の視点の反映を図ります。 

ふるさと創造課 

計画の進捗管理体制の整備 

○ＰＤＣＡサイクルに基づき、計画の進捗評価

を毎年度実施するとともに、評価・検証を行

い、事業・施策の点検・見直しを行います。 

ふるさと創造課   
項目 現状（令和２年度） 目標（令和 12 年度） 

男女共同参画センター主催講座・講演会の年間開催数 ― ３回 

計画の進捗評価の実施 ― 年１回   成 果 目 標 
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資料編 

１ 加西市誰もが性差にとらわれず共に生きる社会づくり条例    
（目的） 

第１条  この条例は、男女共同参画社会の推進に関し、基本理念を定め、市、市民、事業者、地

域団体及び教育関係者等の責務を明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項を定め、

当該施策を総合的かつ計画的に実施することにより、男女共同参画社会の実現を図ることを目

的とします。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによりま

す。 

(１)  男女共同参画  全ての人が性別、性的指向、性自認等にかかわりなく、社会の対等な構

成員として、自らの意思によって社会のあらゆる場における活動に参画する機会が確保され

ることによって、等しく政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができると

ともに、共に責任を担うことをいいます。 

 (２)  市民  市内に居住し、通勤し、又は通学する者をいいます。 

(３)  事業者  市内において事業活動を行う個人又は法人その他の団体をいいます。 

(４)  地域団体  市内において、市民が主に組織する団体で、自治会、ふるさと創造会議、特

定非営利活動法人等その他の営利を目的とせずにまちづくりに関わる活動を行う団体をいい

ます。 

(５)  教育関係者  市内の学校、地域、家庭その他のあらゆる場において、教育及び保育に携

わる個人又は法人その他団体をいいます。 

(６)  性的指向 人の恋愛や性愛がどのような性を対象とするかを示す概念をいいます。 

(７)  性自認 自らの性についての自己認識をいいます。 

(８)  セクシュアル・ハラスメント  性的な言動により相手方を不快にさせ、その者の生活環

境を害すること又は性的な言動を受けた相手方の対応により、その者に不利益を与えること

をいいます。 

(９)  ドメスティック・バイオレンス 配偶者（配偶者であった者を含みます。）又は交際相

手等親密な関係にある者（親密な関係にあった者を含みます。）に行われる身体的、精神的、

社会的、経済的又は性的な暴力をいいます。 

 (10)  ジェンダー平等 一人一人の人間が、性別にかかわらず、平等に責任、権利及び機会を

分かちあい、あらゆる物事を一緒に決めることができることをいいます。 

（基本理念） 

第３条  男女共同参画社会の基本理念は、次のとおりとします。 

(１)  全ての人が個人として尊重されること、性別による差別的取扱いを受けないこと、個人

としての能力を発揮する機会が確保されること等の人権が尊重されること。 

(２)  男女の性別にとどまらず、人の性は多様なもので、人格の基礎ともなるために、等しく

尊重されること。 
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(３)  社会における制度又は慣行が性別による固定的な役割分担等を反映して、全ての人の社

会における活動の自由な選択に対して影響を及ぼすことのないように配慮されること。 

(４)  全ての人が社会の対等な構成員として、社会のあらゆる場における方針の立案及び決定

に共同して参画する機会が確保されること。 

(５)  家族の構成員が性別にかかわりなく相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の

介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たすととも

に、家庭以外の活動を行うことができるようにすること。 

(６)  全ての人が性に対する理解を深め、妊娠、出産等について個人の意見が尊重され、生涯

にわたり健康な生活を営むことができるように配慮されること。 

(７)  全ての市民、事業者、地域団体及び教育関係者（以下「市民等」といいます。）が、地

域社会を構成する一員としての自覚と責任を持ち、自発的かつ自主的に男女共同参画社会を

推進する活動に参画するとともに、地域活動に参画する他のものと協働して取り組むこと。 

(８)  国際社会及び国内における男女共同参画に係る取組を積極的に理解すること。 

（市の責務） 

第４条  市は、前条の基本理念（以下「基本理念」といいます。）に基づき、男女共同参画社会

の推進に関する施策（以下「推進施策」といいます。）を総合的に策定し、実施するものとしま

す。 

２  市は、推進施策を実施するに当たっては、国、他の地方公共団体及び市民等との連携に努め

るものとします。 

３  市は、職員一人一人の男女共同参画に関する認識を高める等、率先して男女共同参画社会の

推進に努めるものとします。 

（市民の責務） 

第５条  市民は、基本理念に基づき、男女共同参画社会に関する理解を深め、社会のあらゆる分

野において、その推進に努めるものとします。 

２  市民は、市が実施する推進施策に協力するよう努めるものとします。 

（事業者の責務） 

第６条  事業者は、基本理念に基づき、その事業活動において、男女共同参画社会の推進に取り

組むよう努めるものとします。 

２  事業者は、ワーク・ライフ・バランスに配慮した職場環境を整備するよう努めるものとしま

す。 

３  事業者は、市が実施する推進施策に協力するよう努めるものとします。 

（地域団体の責務） 

第７条  地域団体は、基本理念に基づき、その運営又は活動に関する方針の決定等について、全

ての人が対等に参画する機会を確保するとともに、性別にかかわりなく能力を発揮できる環境

を整備するよう努めるものとします。 

２  地域団体は、市が実施する推進施策に協力するよう努めるものとします。 

（教育関係者の責務） 

第８条  教育関係者は、男女共同参画社会の推進に果たす教育の重要性を認識し、基本理念に基

づき、教育を行うよう努めるものとします。 
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２  教育関係者は、市が実施する推進施策に協力するよう努めるものとします。 

（性別等による権利侵害の禁止） 

第９条  全ての人は、性別、性的指向、性自認等による差別的取扱いをしてはなりません。 

２  全ての人は、セクシュアル・ハラスメント等のハラスメント及びドメスティック・バイオレ

ンス等の暴力を行ってはなりません。 

３  全ての人は、本人の同意を得ないで、当該本人に関して知り得た性的指向、性自認等の内容

を他人に漏らし、又は本人に公表を強制若しくは禁止してはなりません。 

（公衆に表示する情報に関する留意） 

第 10条  全ての人は、公衆に表示する情報において、性別による固定的な役割分担及び暴力的行

為を助長し、又は連想させる表現並びに著しく性的感情を刺激する表現を行わないよう努めな

ければなりません。 

（計画の策定） 

第 11条  市長は、推進施策を総合的かつ計画的に推進するため、男女共同参画社会基本法（平成

11年法律第 78号）第 14条第３項に規定する男女共同参画計画（以下「男女共同参画計画」と

いいます。）を定めるものとします。 

２  市長は、男女共同参画計画の策定に当たっては、市民の意見を反映させるために必要な措置

を講ずるとともに、第 25条第１項に規定する加西市男女共同参画審議会の意見を聴くものとし

ます。 

３  市長は、男女共同参画計画を定めたときは、速やかに公表するものとします。 

４  前２項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用するものとします。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第 12条  市は、各種施策の策定及び実施に当たっては、男女共同参画社会の推進に配慮しなけれ

ばなりません。 

（附属機関等における構成員の男女の均衡） 

第 13条 市は、その設置する附属機関等の委員その他の構成員を任命し、又は委嘱する場合には、

男女の数に配慮するよう努めるものとします。 

（市民等の理解を深めるための措置） 

第 14条  市は、男女共同参画社会の推進について、市民等の理解を深めるため、広報活動、学習

機会の提供その他の適切な措置を講ずるものとします。 

（市民等に対する支援） 

第 15条  市は、市民等が行う男女共同参画社会の推進に関する自主的な取組に対し、情報の提供

その他の必要な支援を行うよう努めるものとします。 

（ワーク・ライフ・バランスの推進） 

第 16条 市は、誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家

庭生活、地域生活等との調和を保ち、人生の各段階に応じて多様な生き方を選択及び実現でき

るよう必要な支援に努めるものとします。 

（意思決定の場における男女対等な参画の推進） 

第 17条 市は、男女が共にあらゆる分野の活動の面において、方針の決定過程に参加できる機会

の確保の支援に努めるものとします。 
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（男女共同参画に関する教育の推進） 

第 18 条 市は、学校教育、社会教育、家庭教育その他のあらゆる教育及び学習の機会において、

男女共同参画やジェンダー平等に関する教育及び学習を促進するための必要な支援を行うよう

努めるものとします。 

（防災の分野における施策の推進） 

第 19条 市は、全ての人が、避難所等において被災者一人一人の人権が守られ安全に安心して生

活できるように、平常時より多様な視点からの防災･減災の取組を十分理解した防災体制の整備

と防災に関する意識啓発の実践に努めるものとします。 

（誰もが能力を発揮できる働き方の推進支援) 

第 20 条 市は、雇用を行う事業者及び就業者に対し、雇用の分野における男女共同参画が推進さ

れるように、情報提供その他の必要な支援を行うよう努めるものとします。 

（ドメスティック・バイオレンスの防止等） 

第 21 条 市は、関係機関と連携して、ドメスティック・バイオレンスの防止に努めるとともに、

当該暴力の被害を受けた者を保護し、及び自立を支援するため必要な措置を講ずるものとしま

す。 

（苦情等又は相談への対応） 

第 22条 市は、市が実施する推進施策に関し、市民等から苦情又は意見（以下「苦情等」といい

ます。）の申出があったときは、適切に対応するものとします。 

２  市は、性別、性的指向、性自認等による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の推進を阻

害する行為に関し、市民等から相談の申出があったときは、関係機関と連携し、必要な支援を

行うものとします。 

３  市長は、前２項に規定する苦情等又は相談への対応について必要があると認めるときは、第

25条第１項に規定する加西市男女共同参画審議会の意見を聴くことができるものとします。 

（拠点機能） 

第 23条 市は、推進施策を実施し、市民等による男女共同参画の取組を支援するための総合的な

拠点機能の充実に努めるものとします。 

（年次報告） 

第 24 条 市長は、男女共同参画計画に基づく施策の実施状況を取りまとめた年次報告を作成し、

これを公表するものとします。 

（加西市男女共同参画審議会） 

第 25 条 男女共同参画社会の推進について調査及び審議するため、加西市男女共同参画審議会

（以下「審議会」といいます。）を置きます。 

２  審議会は、前項に定めるもののほか、男女共同参画社会の推進に関し必要と認められる事項

について、市長に意見を述べることができます。 

（委任） 

第 26条 この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定めます。 

 

附 則 

（施行期日） 
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１  この条例は、令和４年４月１日から施行します。 

（経過措置） 

２ 第３次加西市男女共同参画プランは、第 11条第１項の規定により策定された男女共同参画計

画とみなします。    
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２ 加西市男女共同参画基本計画策定委員会設置要綱  
（設置） 

第１条 本市における男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進する基本的な計画とし

て、第３次加西市男女共同参画基本計画（以下「計画」という。）を策定するため、加西市男女

共同参画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務) 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について協議及び検討を行い、その結果を市長に提言するもの

とする。 

(1) 計画の策定に関すること。 

(2) その他男女共同参画社会の推進に必要な事項に関すること。 

（組織) 

第３条 委員会は、15人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 専門的な知識経験を有する者 

(2) 関係団体の代表者 

(3) 一般公募による者 

(4) 前３号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から計画の策定が完了するまでとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときはその職務

を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が会議の議長となる。ただし、最

初に開催される会議は、市長が招集する。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意見又は説明を聴き、

若しくは関係者に必要な資料の提出を求めることができる。 

  (庁内会議) 

第７条 委員会に、計画の内容に関し必要な事項を処理するための庁内会議を置くことができる。 

２ 庁内会議は、庁内関係課の職員をもって組織する。 

（アドバイザー） 

第８条 委員会にアドバイザーを置くことができる。 
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（庶務) 

第９条 委員会は、ふるさと創造部ふるさと創造課において処理する。 

（その他) 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮

って定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年８月１日から施行する。    
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３ 第３次加西市男女共同参画計画策定委員会委員名簿  
◎：会長、○：副会長 

所 属 名 前 備 考 

オフィスＥＥＥ 

男女共同参画アドバイザー 
◎中村 和子  

加西市区長会 

○金澤 和正 令和２年度 

○高橋 晴彦 令和３年度 

加西市連合婦人会 谷勝 公代  

加西市老人クラブ連合会 

片岡 あき子 令和２年度 

岡 浩子 令和３年度 

加西市連合ＰＴＡ 

小池 啓文 令和２年度 

高見 昌也 令和３年度 

加西市人権擁護委員協議会 

淵脇 英義 令和２年度 

山本 純子 令和３年度 

加西市商工会議所 沼澤 郁美  

加西市農村女性組織連絡協議会 竹内 百合子  

一般公募委員 馬渡 友樹子  

加西市社会福祉協議会 廣瀨 美佳  

県立北条高校 

赤沼 さとみ 令和２年度 

竹原 一典 令和３年度 

加西市教育委員会 安富 重則  

北条ならの実こども園長 河原 るみ  

（順不同、敬称略） 



65 

４ 計画の策定経過  
年 月 日 内 容 

令和２年８月 20 日 
〇第３次加西市男女共同参画計画策定・庁内ワーキンググル

ープ 第１回会議 

令和２年９月 16 日 

〇第１回 第３次加西市男女共同参画計画策定委員会 

・男女共同参画と第３次加西市男女共同参画計画（策定概要

と年間スケジュール等）について 

・計画の方向性について 

・アンケート調査票について 

令和２年 11 月２日～16 日 
〇市民アンケート調査 

・配布数 2,000 件、有効回収数 900 件（有効回収率：45.0％） 

令和２年 11 月 27 日 〇計画策定に向けたワークショップ 

令和３年１月 26 日 
〇第３次加西市男女共同参画計画策定・庁内ワーキンググル

ープ 第２回会議 

令和３年３月１日 

〇第２回 第３次加西市男女共同参画計画策定委員会 

・第３次加西市男女共同参画計画の進捗状況について 

・アンケート調査の結果報告 

・ワークショップの結果報告 

令和３年６月 28 日 
〇第３次加西市男女共同参画計画策定・庁内ワーキンググル

ープ 第３回会議 

令和３年８月３日 

〇第３回 第３次加西市男女共同参画計画策定委員会 

・令和３年度計画スケジュールについて 

・骨子案の概要について・体系項目案について 

・男女共同参画の視点から考える 10年後の加西市について 

令和３年 10 月 27 日 
〇第３次加西市男女共同参画計画策定・庁内ワーキンググル

ープ 第４回会議 

令和３年 12 月２日 

〇第４回 第３次加西市男女共同参画計画策定委員会 

・計画素案について 

・条例の制定について 

令和３年 12 月 28 日～ 

令和４年１月 21 日 
〇パブリックコメント    
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５ 用語集  
あ行 

■ＩＣＴ 

「Information and Communication Technology」の略称。情報技術に通信コミュニケーシ

ョンの重要性を加味した言葉。 

■ＳＤＧｓ 

「Sustainable Development Goals」（持続可能な開発目標）の略称。「誰一人取り残さな

い」という理念の下、健康・福祉・働きがい・経済成長・気候変動対策等の 17の目標と 169

のターゲットから構成されており、「ジェンダー平等を実現しよう」等の目標も盛り込まれ

ている。 

■Ｍ字カーブ 

女性の就業率を年齢別にグラフにした際、結婚・出産期にあたる 20歳代後半から 30歳代

にかけて就業率が一時低下し、その後上昇して、アルファベットのＭのような形になること。 

■ＬＧＢＴＱ 

Ｌ：レズビアン（女性同性愛者）、Ｇ：ゲイ（男性同性愛者）、Ｂ：バイセクシュアル（両

性愛者）、Ｔ：トランスジェンダー（心と体の性の不一致）、Ｑ：クエスチョニング（心の性

や好きになる性が定まらないこと）の頭文字をとった総称。 

■エンパワーメント 

男女共同参画の分野では、女性が自らの意識と能力を高め、社会のあらゆる分野で、政治

的、経済的、社会的、文化的に力をもった主体的な存在となり、力を発揮して行動していく

こと。 

か行 

■クオータ制 

ポジティブ・アクション（積極的改善措置）の手法の１つであり、人種や性別等を基準に

一定の人数や比率を割り当てる制度のこと。政治分野においては、議会における男女間格差

の是正を目的とし、性別を基準として議席または候補者比率を割り当てる例がある。 

■クラウドファンディング 

「群衆（crowd）」と「資金調達（funding）」を組み合わせた造語であり、ある目的を達成

するために、インターネット等を介して資金調達を呼びかけ、それに対する賛同者が出資を

行うしくみ。 

■固定的な性別役割分担意識 

性別を問わず、個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにも関わら

ず、「男は仕事、女は家庭」等、性別を理由として役割を固定的に分ける考え方。   



67 

さ行 

■ジェンダー 

生物学的な性別ではなく、社会的・文化的につくられた性別のこと。 

■仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス） 

働き方の見直し等により、多様な選択が可能な社会をつくり、働く方一人ひとりが意欲を

もって、働きながら豊かさを実感して暮らせるようになること。 

■女性活躍推進計画 

働く場面における女性活躍の推進のための施策をまとめた都道府県・市町村が策定する計

画のこと。「女性活躍推進法」第６条に基づく計画である。 

■ＳＯＧＩＥ 

「ＳＯ：好きになる性（性的指向）」、「ＧＩ：心の性（性自認）」、「ＧＥ：表現する

性（性表現）」の頭文字をとった総称。これら性の要素の組み合わせで性のあり方が決まる

という考えで、誰もがもっている性の多様性を表す。 

た行 

■ダイバーシティ 

性別、人種、年齢、価値観、生き方・考え方等、一人ひとりの多様性を認め合い、その違

いに価値を見出す考え方。 

■テレワーク 

情報通信機器を利用して、会社以外の場所で仕事を行う勤務形態のこと。 

■ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ） 

配偶者やパートナー、その他親密な関係にある（あった）人からの身体的、精神的、経済

的、性的な苦痛を与える暴力的な行為や、心身に有害な影響を及ぼす言動のこと。 

は行 

■ハラスメント 

様々な場面における嫌がらせのことで、他者に対する発言・行動等が本人の意図には関係

なく、相手を不快にさせたり、不利益を与えたりすることを指す。セクシュアル・ハラスメ

ント、パワー・ハラスメント、マタニティ・ハラスメント等の種類がある。 

ま行 

■無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス） 

過去の経験や見聞きしたことから、潜在的にもっている思い込みや自分自身でも気がつい

ていない性差に関する考え方。 

■メディアリテラシー 

メディア（新聞、雑誌、テレビ、インターネット等）からの情報を主体的に読み解き、自

己発信する能力。   
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や行 

■ユニバーサルデザイン 

障がいの有無や年齢、性別等に関わらず、多くの人が利用しやすいように都市や生活環境

等をデザインする考え方。 

ら行 

■リプロダクティブ・ヘルス／ライツ 

リプロダクティブ・ヘルスは、生涯にわたって身体的、精神的、社会的に良好な状態であ

ることであり、このリプロダクティブ・ヘルスを享受する権利をリプロダクティブ・ライツ

という。リプロダクティブ・ライツは、子どもを産むかどうか、産むならばいつ、何人産む

か等を女性が自ら選択する自由をもつことも含まれている。 
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